
農林政策課
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 全国農業コンクール候補者推薦事務 １枚中 １枚

全国農業コンクール秋田県代表に係る推薦調書作成のため。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 コンクール参加者

個人情報の対象者 コンクール参加者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■ 農業経営の状況

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：外付けＨＤ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 全国農業コンクール調書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 大日本農会農事功績者推薦事務 １枚中 １枚

大日本農会農事功績者表彰候補者に係る推薦調書作成のため。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 表彰候補者

個人情報の対象者 表彰候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■ 農業経営の状況

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：外付けＨＤ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 農事功績者表彰候補者表彰事由調書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 豊かなむらづくり全国表彰事業優良事例推薦事務 １枚中 １枚

豊かなむらづくり全国表彰事業に係る優良事例推薦調書作成のため。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 むらづくり集団及び代表者

個人情報の対象者 むらづくり集団及び代表者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■ 活動概要

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：外付けＨＤ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 豊かなむらづくり優良事例推薦調書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

「 」 （ ）個人情報取扱事務の名称 農林水産祭 実りのフェスティバル 出展申込事務 １枚中 １枚

出展申込みにあたり、出展者の状況を把握し、展示・即売品目等に係

個人情報取扱事務の目的 る情報を収集するため。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 出展者

個人情報の対象者 出展者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■ 展示・即売品目の状況

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：外付けＨＤ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 農林水産祭「実りのフェスティバル」出展申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農林水産大臣賞受賞者実績報告事務 １枚中 １枚

国に対して農林水産大臣賞の受賞実績を報告するとともに、天王杯等

個人情報取扱事務の目的 三賞の審査に係る経営概況等調書を作成するため。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 農林水産大臣賞受賞者

個人情報の対象者 農林水産大臣賞受賞者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 ■ 経営の状況

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：外付けＨＤ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 農林水産祭参加表彰行事終了報告書

されている主な 農林水産祭参加表彰行事農林水産大臣賞選賞審査報告書及び補完資料

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 ふるさと秋田農林水産大賞表彰事務 １枚中 １枚

受賞者選定にあたり、経営の概要等を記載した調書を作成するため。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 表彰推薦者

個人情報の対象者 表彰推薦者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 ■ 経営の状況

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：外付けＨＤ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ふるさと秋田農林水産大賞表彰推薦書

されている主な

行政文書の名称



- 7 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 農業法人実態調査事務 （ ２枚中１枚）

農業法人及び法人化を志向する農業者等の意向・実態の調査を行い、

個人情報取扱事務の目的 今後の法人化指導や法人経営発展の支援に当たっての基礎的行政資料を

（根拠法令等） 得る。

（根拠：農業法人実態調査実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 農業法人の構成員、法人化志向農業者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（主な事業内容）

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 ■（経営上の課題）9
□ 本人 ■本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 農業法人実態調査について

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 農業法人実態調査事務 （ ２枚中２枚）

農業法人及び法人化を志向する農業者等の意向・実態の調査を行い、

個人情報取扱事務の目的 今後の法人化指導や法人経営発展の支援に当たっての基礎的行政資料を

（根拠法令等） 得る。

（根拠：農業法人実態調査実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 農業法人の構成員、法人化志向農業者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（経営の概況）

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 ■（法人化に向けての課題）9
□ 本人 ■本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 農業法人実態調査について

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 農業委員会等の農林水産大臣表彰関係事務（１枚中１枚）

農業委員会等に関する法律第６条に規定する農地等の利用の最適化の

個人情報取扱事務の目的 推進に関し顕著な実績をあげた農業委員会並びに顕著な功績があった農

（根拠法令等） 業委員及び農地利用最適化推進委員を国に対し推薦し、農林水産大臣の

賞状を授与する。

（根拠：農業委員会等表彰実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 候補者、表彰者

個人情報の対象者 候補者、表彰者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 農業委員会等表彰の被表彰者の推薦について

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 担い手農家経営調査事務 （１枚中１枚）

効率的かつ安定的な農業経営及びこれを目指して経営改善に取り組む

個人情報取扱事務の目的 農業経営（担い手）を確保・育成することが重要な課題であり、その育

（根拠法令等） 成対象となる担い手を明確化するとともに、関係機関における情報の共

有化を推進するため実施する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 農業者

個人情報の対象者 農業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（後継者の就農状況）

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 担い手農家経営調査

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 農林政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２４年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農地等の権利移動関係事務 １枚中 １枚

農地又は採草放牧地の農業上の効率的な利用を図る （農地法３条、。

個人情報取扱事務の目的 ３条の２、４９条、５０条）

※ 地域主権改革第２次一括法による農地法の改正により、当該事務は平成24年4月から農業（根拠法令等）

、 。委員会の事務になったが 当該文書の保存期間中(10年間)であるため当該登録簿を維持する

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 農地法第３条の規定による許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 農林政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農地等の転用関係事務 １枚中 １枚

農地又は採草放牧地の農業上の効率的な利用を図る （農地法４条、。

個人情報取扱事務の目的 ５条、４９条、５０条、５１条、附則２項）

※２㏊以下の農地転用許可事務については、平成 年度以降「秋田県権限移譲推進条例」（根拠法令等） 17

により市町村に権限移譲されている （平成 年 月現在１９市町村に移譲済）。 31 4

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（資力）8
（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 農地法第４条第１項の規定による許可申請書

されている主な 農地法第５条第１項の規定による許可申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農林政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農地等の賃借権の解約等関係事務 １枚中 １枚

農地又は採草放牧地の耕作者の権利保護と利用調整を図る （農地法。

個人情報取扱事務の目的 １８条、４９条、５０条）

※本事務は、平成 年度以降「秋田県権限移譲推進条例」により、市町村に権限移譲され（根拠法令等） 17

ている （全市町村に移譲済み）。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 農地法第１８条第１項の規定による許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農林政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農地等の和解仲介関係事務 １枚中 １枚

。（ 、農地又は採草放牧地の利用関係の紛争の解決を促す 農地法２５条

個人情報取扱事務の目的 ５０条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 和解の仲介申立書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 農林政策課組織の名称

登録年月日 平成２２年４月１日 開始(変更)年月日 平成２２年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 遊休農地に係る調停及び裁定等関係事務 １枚中 １枚

。（ 、農地又は採草放牧地の農業上の効率的な利用を図る 農地法３７条

個人情報取扱事務の目的 ３８条、３９条、４０条、４１条、４９条、５０条）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 調停を受けたい旨の申請書

されている主な 特定利用権の設定に関する裁定の申請書

行政文書の名称 特定利用権の設定の裁定に関する意見書
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農林政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２１年１２月１５日

（ ）個人情報取扱事務の名称 未墾地等の譲与関係事務 １枚中 １枚

旧農地法の規定により、土地の農業上の効率的な利用を図るために必

。（ 、個人情報取扱事務の目的 要な道路等を市町村等に譲与する 平成21年改正農地法附則６条６項

（根拠法令等） 旧法７４条の２、８１～８３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被譲与者

個人情報の対象者 被譲与者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 譲受申込者

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農林政策課組織の名称

登録年月日 平成２２年４月１日 開始(変更)年月日 平成２２年４月１日

（ ）（ ）個人情報取扱事務の名称 農地又は未墾地等の売払関係事務 農業利用目的 １枚中 １枚

旧農地法の規定により、国が買収等をした農地、採草放牧地及び未墾

個人情報取扱事務の目的 地等を、効率的に利用して耕作又は養畜の事業を行うものと認められる

（根拠法令等） 者等に売り払う （平成21年改正農地法附則８条２項・３項、農地法４。

６条、４９条、５０条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 買受人

個人情報の対象者 買受人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 国有財産買受申込書

されている主な 国有財産買受申込書（農耕借受人用）

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農林政策課組織の名称

登録年月日 平成２２年４月１日 開始(変更)年月日 平成２２年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農地又は未墾地等の売払関係事務(非農業利用目的) １枚中 １枚

旧農地法の規定により、国が買収等をした農地、採草放牧地及び未墾

個人情報取扱事務の目的 地等を、農業目的以外の目的に利用しようとする者で、その土地の旧所

（根拠法令等） 有者及びその一般承継人若しくは買受け希望者に売り払う （平成21年。

改正農地法附則８条４項、旧法８０条、８１～８３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 旧所有者及びその一般承継人若しくは買受人

個人情報の対象者 旧所有者及びその一般承継人若しくは買受人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 不要地調書

されている主な 国有財産買受申込書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農林政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２１年１２月１５日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農地又は未墾地等の管理( ) ２枚中１枚貸付 維持・保存 台帳等整理、 、

旧農地法の規定により、国が買収等をした農地、採草放牧地及び未墾

個人情報取扱事務の目的 地等を管理する （平成２１年改正農地法附則８条１項、旧法７８条、。

（根拠法令等） ８１～８３条、旧農地法施行令１５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借受人

個人情報の対象者 借受人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 国有財産貸付申込書

されている主な 国有財産転用借受申込書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 農林政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２１年１２月１５日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農地又は未墾地等の管理( ) ２枚中２枚貸付 維持・保存 台帳等整理、 、

旧農地法の規定により、国が買収等をした農地、採草放牧地及び未墾

個人情報取扱事務の目的 地等を管理する （平成２１年改正農地法附則８条１項、旧法７８条、。

（根拠法令等） ８１～８３条、旧農地法施行令１５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 境界確認申請者

個人情報の対象者 境界確認申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 境界確認申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農林政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２１年１２月１５日

（ ）個人情報取扱事務の名称 国有農地等及び開拓財産の貸付料等対価徴収事務 １枚中 １枚

旧農地法の規定により、国有農地等及び開拓財産の貸付を受けた者か

個人情報取扱事務の目的 ら対価を徴収する （平成21年改正農地法附則８条１項、旧法７８条、。

（根拠法令等） ８１～８３条、旧農地法施行令１５条の２及び１５条の３）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借受人

個人情報の対象者 借受人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 開拓財産貸付簿

されている主な 国有農地等貸付簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農林政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農用地区域内の開発行為の許可事務 １枚中 １枚

農用地区域内において開発行為をしようとする者に対して、関係法令

個人情報取扱事務の目的 の定めるところにより、あらかじめ知事の許可を与える。

（根拠法令等） （農業振興地域の整備に関する法律第１５条の２）

※本事務は、平成 年度以降「秋田県権限移譲推進条例」により市町村に権限移譲され17

ている （平成 年 月現在２３市町村に移譲済）。 31 4

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 開発許可申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農林政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農用地区域内における開発行為についての監督処分事務 １枚中１枚

農用地区域内において違反開発行為をした者等に対して、知事がその

個人情報取扱事務の目的 中止又は復旧に必要な行為をすべき旨を命ずる （農業振興地域の整備。

（根拠法令等） に関する法律第１５条の３）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 違反行為者

個人情報の対象者 違反行為者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 違反開発事案報告書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農林政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農用地区域外における開発行為についての勧告事務 １枚中 １枚

農用地区域外における開発行為により農業振興地域整備計画の達成

に支障を及ぼすおそれがあるときは、農用地区域内にある農用地等の個人情報取扱事務の目的

農業上の利益を確保するため、知事が当該開発行為者に対して必要な（根拠法令等）

措置を講ずべきことを勧告する （農業振興地域の整備に関する法律第。

１５条の４）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 開発行為者

個人情報の対象者 開発行為者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 勧告対象事案報告書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農林政策課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農業振興地域整備計画の審査申立事務 １枚中 １枚

農用地利用計画に係る異議の申出について行った市町村の決定を不服

個人情報取扱事務の目的 として、異議申出人が知事に対して行った審査の申立てについて裁決す

（根拠法令等） る （農業振興地域の整備に関する法律第１１条第５項）。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 異議申出人（審査申立人）

個人情報の対象者 異議申出人（審査申立人）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 異議申出書（審査申立書）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 農業士認定事務 （ １枚中 １枚）

優れた農業経営を実践し、地域の農業振興や農村活性化に意欲的に取

個人情報取扱事務の目的 り組んでいる農業者を農業士として認定し、農業者の社会的評価を高め

（根拠法令等） ると共に、青年農業者等農業者の担い手育成や地域農業の振興及び農村

活性化の先導役となるよう、その活動を促進する。 (秋田県農業士認

定要領)

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 農業士

個人情報の対象者 農業士

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■ 顔写真

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：磁気ディスク

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 農業士認定事業

されている主な 農業士認定調書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 敗勢１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 未来農業のフロンティア育成研修に関する事務 １枚中 １枚

未来農業のフロンティア育成研修生としての適格性を判断するため、

個人情報取扱事務の目的 申請書類を整備する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課、農業研修センター

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 ■ 健康状態 （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 未来農業のフロンティア研修申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 地域で学べ！農業技術研修に関する事務 １枚中 １枚

地域で学べ！農業技術研修生としての適格性と事業の妥当性を判断す

個人情報取扱事務の目的 るため、申請書類を整備する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 ■ 健康状態 （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 地域で学べ！農業技術研修実施計画書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 就農相談対応記録 （ １枚中 １枚）

就農相談内容を記録し、就農に対する指導・助言を行う。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 就農相談者

個人情報の対象者 就農相談者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 ■ 健康状態 （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 就農相談カード

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 変更年月日 令和２年４月１日

個人情報取扱事務の名称 新規就農者等の調査に関する事務 （１枚中１枚）

年度の新規就農者数を把握し、また、新規就農者の確保を一層推進す

個人情報取扱事務の目的 るために必要な基礎資料を得る。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

農業試験場

個人情報の対象者の区分 新規就農者

個人情報の対象者 新規就農者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 ■（経営主氏名 ）6
社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 □ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 新規就農者調査

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 神岡高等農業学園学籍簿 （ １枚中 １枚）

卒業証明書等の発行のため、指導要録を管理する。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 卒業生

個人情報の対象者 卒業生

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（学籍の記録）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 ■ 健康状態 （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（出欠 ）

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 神岡高等農業学園学籍簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 神岡高等農業学園卒業証明書等の発行事務 １枚中 １枚

卒業者台帳を管理し、卒業証明書を発行する。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 卒業生

個人情報の対象者 卒業生

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 神岡高等農業学園卒業者台帳

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 天王高等農業学園指導要録 １枚中 １枚

卒業証明書等の発行のため、指導要録を管理する。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 卒業生

個人情報の対象者 卒業生

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（学籍の記録）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 ■ 健康状態 （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（出欠 ）

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 天王高等農業学園指導要録

されている主な
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行政文書の名称

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 天王高等農業学園卒業証明書等の発行事務 １枚中 １枚

卒業者台帳を管理し、卒業証明書を発行する。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 卒業生

個人情報の対象者 卒業生

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 天王高等農業学園卒業者台帳

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 農業近代化ゼミナール連絡協議会に関する事務 （ １枚中 １枚）

農業近代化ゼミナール連絡協議会の活動上、組織の実態を把握するた

個人情報取扱事務の目的 めに会員の情報を得る。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 会員

個人情報の対象者 会員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 農業近代化ゼミナール会員名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 こまちチャンネル会員事務 （ １枚中 １枚）

農林水産情報ポータルサイト「こまちチャンネル」への県民からの情

個人情報取扱事務の目的 報提供を可能にするとともに、メールマガジンにより県民に対して迅

（根拠法令等） 速に情報提供を行うため。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 会員

個人情報の対象者 表彰推薦者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■ メールアドレス

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■ 必要な情報の種類

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：外付けＨＤ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 こまちチャンネル会員名簿

されている主な

行政文書の名称



- 37 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県農業士連絡協議会に関する事務 １枚中 １枚

秋田県農業士認定制度において認定された農業士が、本県農業振興と

個人情報取扱事務の目的 農業青少年育成及び女性農業者の地位向上を目的に、会員の情報交換・

（根拠法令等） 研修を通して資質向上を図る活動を支援する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 秋田県農業士

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：磁気ディスク

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 普及協力委員活動促進事業

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２１年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２１年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 就農準備実践研修に関する事務 １枚中 １枚

就農準備実践研修生としての適格性と事業の妥当性を判断するため、

個人情報取扱事務の目的 申請書類を整備する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課、農業研修センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 ■ 健康状態 （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 就農準備実践研修事業研修申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２１年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２１年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 あきたで農業を推進事業に関する事務 １枚中 １枚

標記事業に係る雇用研修生としての適格性と事業の妥当性を判断する

個人情報取扱事務の目的 ため、申請書類を整備する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：磁気ディスク

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 “あきたで農業を”推進事業における雇用研修申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２６年４月１日 開始(変更)年月日 平成２６年４月１日

個人情報取扱事務の名称 農地中間管理機構の指定 （１枚中１枚）

農地中間管理事業に関する法律第４条

個人情報取扱事務の目的 農地中間管理事業に関する法律施行規則第１条第２項第５号

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 農地中間管理機構の指定を受けようとする公益法人の役員

個人情報の対象者 農地中間管理機構の指定を受けようとする公益法人の役員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 農地中間管理事業関係

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２６年４月１日 開始(変更)年月日 平成２６年４月１日

個人情報取扱事務の名称 農地中間管理事業 農用地利用配分計画の承認 （３枚中１枚）

農地中間管理事業に関する法律第１８条第３項

個人情報取扱事務の目的 機構が作成した農用地利用配分計画の縦覧及び公表

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 賃借権の設定を受ける者（個人、農地所有適格法人、農地所有適格法人

以外の法人）

個人情報の対象者 個人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（農業経営の状況）

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：県公報）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：県ホームページ 公報 ）

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 農地中間管理事業 公告・公表

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２６年４月１日 開始(変更)年月日 平成２６年４月１日

個人情報取扱事務の名称 農地中間管理事業 農用地利用配分計画の承認 （３枚中２枚）

農地中間管理事業に関する法律第１８条第３項

個人情報取扱事務の目的 機構が作成した農用地利用配分計画の縦覧及び公表

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 賃借権の設定を受ける者（個人、農地所有適格法人、農地所有適格法人

以外の法人）

個人情報の対象者 農地所有適格法人（構成員）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（農業経営の状況）

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■ 議決権等

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：県公報）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：県ホームページ 公報 ）

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 農地中間管理事業 公告・公表

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２６年４月１日 開始(変更)年月日 平成２６年４月１日

個人情報取扱事務の名称 農地中間管理事業 農用地利用配分計画の承認 （３枚中３枚）

農地中間管理事業に関する法律第１８条第３項

個人情報取扱事務の目的 機構が作成した農用地利用配分計画の縦覧及び公表

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 賃借権の設定を受ける者（個人、農地所有適格法人、農地所有適格法人

以外の法人）

個人情報の対象者 農地所有適格法人以外の法人（構成員）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（農業経営の状況）

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：県公報）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：県ホームページ 公報 ）

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 農地中間管理事業 公告・公表

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業試験場組織の名称

登録年月日 平成２０年 ３月２６日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 消費者アンケート調査事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 農産物及び食品に関する試験研究のための消費者ニーズの把握

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業試験場（企画経営室）

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 秋田県産農産物・食品県内消費者モニター

個人情報の対象者 秋田県産農産物・食品県内消費者モニター

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当）■ 無

個人情報の利用 ■ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）HD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 磁気ファイル

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業試験場組織の名称

登録年月日 平成２０年 ３月２６日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 品種名公募関係事務 （ １枚中 １枚）

新しい品種を作出した際、品種登録出願を行うために必要な名称を収

個人情報取扱事務の目的 集するとともに、新品種について積極的にアピールするために、品種名

（根拠法令等） 称を公募する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業試験場（企画経営室）

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 応募者

個人情報の対象者 応募者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当）■ 無

個人情報の利用 ■ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）HD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 品種管理関係綴

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業試験場組織の名称

登録年月日 平成２０年 ３月２６日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 研究評価委員会委員の委嘱 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 知事の行う政策等の評価に関する実施計画に基づく研究評価委員の委

（根拠法令等） 嘱

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業試験場（企画経営室）

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 学識経験者

個人情報の対象者 学識経験者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当）■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）HD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 研究評価関係綴、磁気ファイル

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業試験場組織の名称

登録年月日 平成２０年 ３月２６日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 首都圏消費者アンケート調査事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 首都圏在住の消費者へのマーケティングリサーチ

（根拠法令等） （秋田県産農産物の評価・購買行動等の調査）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業試験場（企画経営室）

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 首都圏消費者調査モニター

個人情報の対象者 首都圏消費者調査モニター

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 ■ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ 、 ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：3.5FD HD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 磁気ファイル等

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業試験場組織の名称

登録年月日 平成２０年 ３月２６日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 現地試験 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 現地試験の実施圃場（農地）所有者・耕作者の連絡先等の確認

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業試験場

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 圃場（農地）所有者・耕作者

個人情報の対象者 学識経験者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助8
■（耕作状況・圃場（農地）の地番）

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当）■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）HD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 現地試験関係綴（各試験区毎）

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 果樹試験場組織の名称

登録年月日 平成２６年 ５月 ２７日 開始(変更)年月日 平成２６年４月 １日

個人情報取扱事務の名称 「りんごの学校」運営事務 （ １枚中 １枚）

平成 年度より果樹試験場、平鹿地域振興局農林部、ＪＡ秋田ふるさ26
個人情報取扱事務の目的 とが連携して運営している「りんごの学校」での受講生名簿の管理。

（根拠法令等） （なお、平成 年度より、運営をＪＡ秋田ふるさとに移管している ）29 。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 果樹試験場

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 秋田県内果樹生産者

個人情報の対象者 秋田県内果樹生産者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 果樹試験場組織の名称

登録年月日 平成２１年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 研究評価委員会委員の委嘱 （ １枚中 １枚）

知事の行う政策等の評価に関する実施計画に基づく研究評価委員の嘱託

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 果樹試験場

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 学識経験者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 果樹試験場組織の名称

登録年月日 年 月 日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 現地試験 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 各種試験において、現地圃場での試験に協力されている方々の名簿

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 果樹試験場

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 圃場所有者

個人情報の対象者 圃場所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（耕作8
状況）

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 受託試験関係

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 畜産試験場組織の名称

登録年月日 平成２１年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 研究評価委員会委員の委嘱 （ １枚中 １枚）

知事の行う政策等の評価に関する実施計画に基づく研究評価委員の委嘱

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 畜産試験場

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 学識経験者

個人情報の対象者 学識経験者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ 、 ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：一太郎 ワード等

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県研究課題評価に係る畜産試験場外部評価委員の委嘱について

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 畜産試験場組織の名称

登録年月日 平成２４年 ６月１１日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 飼料作物奨励品種選定試験 （ １枚中 １枚）

飼料作物の特性を品種ごとに明らかにし、本件の立地条件に適応した奨

個人情報取扱事務の目的 励品種の選定に資する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 畜産試験場

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 現地試験用ほ場所有者

個人情報の対象者 現地試験用ほ場所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ 、 ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：一太郎 ワード等

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 飼料作物奨励品種選定試験

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 水産振興センター組織の名称

登録年月日 平成２１年４月１日 開始(変更)年月日 平成２６年４月１日

個人情報取扱事務の名称 研究課題評価委員会委員の委嘱 （ １枚中 １枚）

知事の行う政策等の評価に関する実施計画に基づく研究評価委員の委嘱

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水産振興センター（総務企画室）

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 学識経験者、専門家

個人情報の対象者 学識経験者、専門家

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 磁気ファイル

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 水産振興センター事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２４年 ６月 ８日 開始(変更)年月日 平成９年 月 日

（ ）個人情報取扱事務の名称 養殖生産実態調査事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 養殖生産実態及び魚病発生状況を把握するため、県内の養殖業者から関

（根拠法令等） 連情報を収集する

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水産振興センター（総務企画室）

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 養殖業者

個人情報の対象者 養殖業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）HD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 磁気ファイル

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 水産振興センター事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２４年６月８日 開始(変更)年月日 平成１８年 月 日

（ ）個人情報取扱事務の名称 ハタハタ漁獲状況調査事務 １枚中 １枚

ハタハタ資源量推定等に資するため、ハタハタを漁獲対象とする漁業者

個人情報取扱事務の目的 から漁獲状況に関する情報を収集する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水産振興センター（資源部）

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 ハタハタを漁獲対象とする底びき網漁業者

個人情報の対象者 ハタハタを漁獲対象とする底びき網漁業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）HDD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 磁気ファイル

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 水産振興センター事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２４年 ６月 ８日 開始(変更)年月日 平成１８年 月 日

（ ）個人情報取扱事務の名称 水産振興センター研究運営協議会委員の委嘱 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 水産振興センターが実施する試験研究の充実を図るため、有識者や関係

（根拠法令等） 者に委員を委嘱し意見を聴取する

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水産振興センター（総務企画室）

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委員に委嘱された水産業に関する有識者及び関係者

個人情報の対象者 委員に委嘱された水産業に関する有識者及び関係者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）HD
（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 磁気ファイル

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 水産振興センター事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２４年 ６月 ８日 開始(変更)年月日 平成２９ 年 ６月１６日

（ ）個人情報取扱事務の名称 西湖におけるマス類釣獲状況アンケート調査事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 西湖におけるクニマスを含むマス類の生息実態を把握する基礎資料とす

（根拠法令等） るため、遊漁者から釣獲状況に関する情報を把握する

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水産振興センター（資源部）

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 西湖においてマス類を対象とした遊漁券販売者、釣りを行った遊漁者

個人情報の対象者 西湖においてマス類を対象とした遊漁券販売者、釣りを行った遊漁者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 磁気ファイル

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 水産振興センター組織の名称

登録年月日 平成２４年 ６月 ８日 開始(変更)年月日 平成１８年 月 日

個人情報取扱事務の名称 大型クラゲ出現聞き取り調査事務 （ １枚中 １枚）

大型クラゲの入網状況に関する情報を把握する

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水産振興センター（資源部）

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 底びき網漁業者及び定置網漁業者

個人情報の対象者 底びき網漁業者及び定置網漁業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 磁気ファイル

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業研究研修センター事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （森林整備課から移管）

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２６年４月１日

個人情報取扱事務の名称 林業従事者等の教育指導研修（普及指導協力員・指導林家）

（１枚中１枚）

林業普及指導事業の効率的な推進のため、普及指導協力員等の全体研

秋田県林業普及指導協力員個人情報取扱事務の目的 修及び協力員相互の連絡の場を提供する （。

（根拠法令等） 、 ）活用事業実施要領 秋田県指導林家活動事業実施要領

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業研究研修センター研修普及指導室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受講者

個人情報の対象者 受講者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 林業普及指導協力員・指導林課全員研修参加者名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業研究研修センター事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （森林整備課から移管）

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２６年４月１日

個人情報取扱事務の名称 林業経営コンクール事業（２枚中１枚）

林業経営及び森林整備の優れた事例の発掘や優良経営者を全国コンク

個人情報取扱事務の目的 ールへ推薦することにより、山林経営の技術向上を図る。

（根拠法令等） （林業経営コンクール実施要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業研究研修センター研修普及指導室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 出品者、入賞者

個人情報の対象者 出品者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 林業経営コンクール参加申込書

行政文書の名称



- 62 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業研究研修センター事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （森林整備課から移管）

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２６年４月１日

個人情報取扱事務の名称 林業経営コンクール事業（２枚中２枚）

林業経営及び森林整備の優れた事例の発掘や優良経営者を全国コンク

個人情報取扱事務の目的 ールへ推薦することにより、山林経営の技術向上を図る。

（根拠法令等） （林業経営コンクール実施要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業研究研修センター研修普及指導室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 出品者、入賞者

個人情報の対象者 入賞者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 全国林業経営推奨行事参加申込書

行政文書の名称



- 63 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業研究研修センター事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２１年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 研究課題評価委員会委員の委嘱（ １枚中 １枚）

知事の行う政策等の評価に関する実施計画に基づく研究課題評価委員

個人情報取扱事務の目的 の委嘱。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業研究研修センター総務企画室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 学識経験者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 ■ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 研究課題評価委員会名簿

行政文書の名称



- 64 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業研究研修センター事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ５月 ５日

個人情報取扱事務の名称 次世代検定林調査報告事務（ １枚中 １枚）

精英樹個体並びに雪害抵抗性個体の遺伝特性及び環境適応性を研究す

個人情報取扱事務の目的 るため、これらの苗木を現地に植栽し、検定林を設定すると共に、５年

（根拠法令等） ごとの定期調査及び材質調査を行う

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業研究研修センター資源利用部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 森林所有者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 次代検定林設定台帳

行政文書の名称



- 65 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業研究研修センター事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 山菜講座事務（ １枚中 １枚）

一般県民を対象に、森林･林業に対する理解と山菜の基本的な知識や

個人情報取扱事務の目的 山菜採りマナーの理解等を深めさせるため、センター研究員が講師とな

（根拠法令等） り、分かりやすく解説する山菜講座を開催する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業研究研修センター総務企画室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受講者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 講座参加者名簿

行政文書の名称



- 66 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固有 組織の名称

登録年月日 平成２８年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 新規就農者経営開始支援事業に関する事務 １枚中 １枚

標記事業に係る対象者としての適格性と事業の妥当性を判断するた

個人情報取扱事務の目的 め、申請書類を整備する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 事業対象者

個人情報の対象者 事業対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 新規就農者経営開始支援事業実施計画書（就農者別個表）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 次世代プロ農業経営者育成支援事業に関する事務（ １枚中 １枚）

、標記事業に係る対象者としての適格性と事業の妥当性を判断するため

個人情報取扱事務の目的 申請書類を整備する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課、農業研修センター、農業試験場

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 事業対象者

個人情報の対象者 事業対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 次世代農業経営者ビジネス塾受講生名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２８年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 農業経営発展加速化支援事業に関する事務 （ １枚中 １枚）

記事業に係る対象者としての適格性と事業の妥当性を判断するため、

個人情報取扱事務の目的 申請書類を整備する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 事業対象者

個人情報の対象者 事業対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 □ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 農業経営発展加速化支援事業年度別実施計画書（農業者別個表）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２８年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 移住就農まるごと支援事業に関する事務 １枚中 １枚

移住就農まるごと支援事業の支援対象者としての適格性と事業の妥当

個人情報取扱事務の目的 性を判断するため、申請書類を整備する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 支援対象者

個人情報の対象者 支援対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 ■ 健康状態 （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 移住就農まるごと支援事業実施計画書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２８年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 経営体育成支援事業に関する事務 （ １枚中 １枚）

標記事業に係る対象者としての適格性と事業の妥当性を判断するた

個人情報取扱事務の目的 め、申請書類を整備する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 事業対象者

個人情報の対象者 事業対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 □ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 経営体育成支援事業実施計画書（農業者別個表）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２８年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 担い手確保・経営強化支援事業に関する事務（ １枚中 １枚）

標記事業に係る対象者としての適格性と事業の妥当性を判断するた

個人情報取扱事務の目的 め、申請書類を整備する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 事業対象者

個人情報の対象者 事業対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 □ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２９年 ７月 ６日 開始(変更)年月日 平成２９年 ７月 ６日

個人情報取扱事務の名称 ミドル就農者経営確立支援事業に関する事務（ １枚中 １枚）

標記事業の対象者を把握し、事業を円滑に実施するため、必要な資料

個人情報取扱事務の目的 を整備する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 事業対象者

個人情報の対象者 事業対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 事業承認申請書

されている主な 事業実績報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農業試験場事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 令和２年５月１５日 開始(変更)年月日 令和２年５月１５日

（ ）個人情報取扱事務の名称 県外からの新規就農者確保対策にかかる調査研究 １枚中１枚

これまでの新規就農者調査結果より、新規就農者の基本属性及び就農経

個人情報取扱事務の目的 緯等の特徴と傾向について把握することで、県外からの新規就農者の確

（根拠法令等） 保を一層推進するために必要な基礎資料を得る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業試験場

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 新規就農者

個人情報の対象者 新規就農者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 ■（経営主氏名 ）6
社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 □ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 新規就農者等調査

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 農林政策課組織の名称

登録年月日 令和２年４月１日 開始(変更)年月日 令和２年４月１日

個人情報取扱事務の名称 全国優良経営体表彰に関する事務 （ １枚中 １枚）

標記表彰の推薦者としての適格性と妥当性を判断するため、申請書類の

個人情報取扱事務の目的 作成・整備を行う。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 表彰候補者

個人情報の対象者 表彰候補者（農業者、農業法人）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □ 農業経営の状況

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：ＨＤ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 全国優良経営体表彰選定調書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 農林政策課組織の名称

登録年月日 令和２年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 農業経営者総合サポート事業事務 （ １枚中 １枚）

、 。標記事業に係る重点対象指導者の情報を把握し 適正な事業実施を行う

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 事業対象者

個人情報の対象者 事業対象者（個人農業者、農業法人、集落営農）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■ 農業経営の状況

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：ＨＤ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 農業経営者総合サポート事業相談カルテ・カード

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農林政策課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 令和２年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 農業経営改善計画の認定に関する事務（ １枚中 １枚）

県で認定した農業経営改善計画の情報を整理し、各種担い手支援策に

個人情報取扱事務の目的 資するため。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有(システム名称：農林水産省共通申請サービス)

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 農業経営改善計画申請書

されている主な

行政文書の名称



農業経済課



- 1 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農業改良資金償還事務 ２枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 農業改良資金の償還管理における借受者等の個人情報

（根拠法令等） （秋田県農業改良資金取扱要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借受者、連帯保証人

個人情報の対象者 借受者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：資金交付・償還金回収事務 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録

されている主な 農業改良資金貸付申請書

行政文書の名称



- 2 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農業改良資金償還事務 ２枚中 ２枚

個人情報取扱事務の目的 農業改良資金の償還管理における借受者等の個人情報

（根拠法令等） （秋田県農業改良資金取扱要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借受者、連帯保証人

個人情報の対象者 連帯保証人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：資金交付・償還金回収事務 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録

されている主な 農業改良資金貸付申請書

行政文書の名称



- 3 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農業改良資金償還事務 ２枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 農業改良資金の償還管理における借受者等の個人情報

（根拠法令等） （秋田県農業改良資金取扱要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借受者、連帯保証人

個人情報の対象者 借受者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 農業改良資金貸付申請書

行政文書の名称



- 4 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農業改良資金償還事務 ２枚中 ２枚

個人情報取扱事務の目的 農業改良資金の償還管理における借受者等の個人情報

（根拠法令等） （秋田県農業改良資金取扱要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借受者、連帯保証人

個人情報の対象者 連帯保証人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 農業改良資金貸付申請書

行政文書の名称



- 5 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１４年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農業振興対策資金貸付事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 農業振興対策資金の貸付、管理

（根拠法令等） （秋田県農業振興対策資金融通措置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借受者

個人情報の対象者 借受者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録( ･ｼｽﾃﾑ ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ )媒体 名 農業関係制度資金管理:
処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：資金交付・償還金回収事務 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録

されている主な 農業振興対策資金利子補給承認申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１４年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農業振興対策資金貸付事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 農業振興対策資金の貸付、管理

（根拠法令等） （秋田県農業振興対策資金融通措置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借受者

個人情報の対象者 借受者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録( ･ｼｽﾃﾑ ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ ）媒体 名 農業関係制度資金管理:
処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 農業振興対策資金利子補給承認申請書

行政文書の名称



- 7 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 自立専業農家育成対策資金利子補給補助金交付事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 自立専業農家育成対策資金の貸付適格認定審査・利子補給承認

（根拠法令等） （秋田県自立専業農家育成対策資金融通措置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借受者

個人情報の対象者 借受者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：資金管理システム ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 借入申込書

されている主な 農業経営改善計画書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 自立専業農家育成対策資金利子補給補助金交付事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 自立専業農家育成対策資金の貸付適格認定審査・利子補給承認

（根拠法令等） （秋田県自立専業農家育成対策資金融通措置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借受者

個人情報の対象者 借受者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：資金管理システム ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 借入申込書

されている主な 農業経営改善計画書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 就農支援資金貸付事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 就農支援資金貸付・管理における借受者等の個人情報

（根拠法令等） （秋田県就農支援資金県貸付金貸付等要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借受者

個人情報の対象者 借受者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：資金交付・償還金回収事務 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録

されている主な 就農支援資金貸付申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 就農支援資金貸付事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 就農支援資金貸付・管理における借受者等の個人情報

（根拠法令等） （秋田県就農支援資金県貸付金貸付等要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借受者

個人情報の対象者 借受者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 就農支援資金貸付申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 天災資金利子補給事務 １枚中 １枚

天災資金利子補給費補助金の交付

個人情報取扱事務の目的 （天災資金による被害農林漁業者に対する経営資金及び事業資金に係る

（根拠法令等） 利子補給費及び損失補給費及び損失補償補助金交付規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 利子補給承認者（借受者）

個人情報の対象者 利子補給承認者（借受者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 天災資金利子補給費補助金交付申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 天災資金利子補給事務 １枚中 １枚

天災資金利子補給費補助金の交付

個人情報取扱事務の目的 （天災資金による被害農林漁業者に対する経営資金及び事業資金に係る

（根拠法令等） 利子補給費及び損失補給費及び損失補償補助金交付規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 利子補給承認者（借受者）

個人情報の対象者 利子補給承認者（借受者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：資金管理システム ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 天災資金利子補給費補助金交付申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 再建整備・償還円滑化利子助成補助金交付事務 １枚中 １枚

再建整備・償還円滑化資金の貸付適格認定審査・利子助成承認

個人情報取扱事務の目的 （秋田県自作農維持資金（再建整備資金・償還円滑化資金）貸付適格認

（根拠法令等） 定事務取扱要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 資金借受希望者

個人情報の対象者 資金借受希望者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 利子助成承認申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 再建整備・償還円滑化利子助成補助金交付事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 再建整備・償還円滑化資金の貸付適格認定審査・利子助成承認

（根拠法令等） （秋田県自作農維持資金（再建整備資金・償還円滑化資金）貸付適格認

定事務取扱要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 資金借受希望者

個人情報の対象者 資金借受希望者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 適格認定申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農業経営基盤強化資金等利子助成補助金交付事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 農業経営基盤強化資金の利子助成承認

（根拠法令等） （秋田県農業経営基盤強化資金等利子助成措置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借受者

個人情報の対象者 借受者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：資金管理システム ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 農業経営基盤強化資金利子助成承認申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農業経営基盤強化資金等利子助成補助金交付事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 農業経営基盤強化資金の利子助成承認

（根拠法令等） （秋田県農業経営基盤強化資金等利子助成措置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借受者

個人情報の対象者 借受者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：資金管理システム ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 農業経営基盤強化資金利子助成承認申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１５年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１５年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農業経営維持安定資金利子助成事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 農業経営維持安定資金利子助成補助金の交付

（根拠法令等） （秋田県農業経営維持安定資金利子助成特別措置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借受者

個人情報の対象者 借受者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：資金管理システム ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 利子助成承認申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農地等取得資金貸付適格認定事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 農地等取得資金貸付適格認定審査

（根拠法令等） （秋田県農地等取得資金貸付適格認定事務取扱要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 資金借受希望者

個人情報の対象者 資金借受希望者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 農地等取得資金貸付適格認定申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農地等取得資金貸付適格認定事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 農地等取得資金貸付適格認定審査

（根拠法令等） （秋田県農地等取得資金貸付適格認定事務取扱要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 資金借受希望者

個人情報の対象者 資金借受希望者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 農地等取得資金貸付適格認定申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１５年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農業近代化資金利子補給事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 農業近代化資金利子補給費補助金の交付

（根拠法令等） （秋田県農業近代化資金利子補給規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 利子補給承認者（借受者）

個人情報の対象者 利子補給承認者（借受者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所（市町村のみ） □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（ ･ｼｽﾃﾑ ｼｽﾃﾑ）媒体 名：農業関係制度資金管理ネットワーク

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 農業近代化資金利子補給金明細書

行政文書の名称



- 21 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１５年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農業近代化資金利子補給事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 農業近代化資金利子補給費補助金の交付

（根拠法令等） （秋田県農業近代化資金利子補給規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 利子補給承認者（借受者）

個人情報の対象者 利子補給承認者（借受者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所（市町村のみ） ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（ ･ｼｽﾃﾑ ｼｽﾃﾑ）媒体 ：農業関係制度資金管理ネットワーク

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 農業近代化資金利子補給金明細書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農業経営負担軽減支援資金利子補給事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 農業経営負担軽減支援資金利子補給費補助金の交付

（根拠法令等） （秋田県農業経営負担軽減支援資金利子補給要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 利子補給承認者（借受者）

個人情報の対象者 利子補給承認者（借受者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所（市町村のみ） □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（ ･ｼｽﾃﾑ ｼｽﾃﾑ）媒体 名：農業関係制度資金管理ネットワーク

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 農業経営負担軽減支援資金利子補給費補助金交付申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農業経営負担軽減支援資金利子補給事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 農業経営負担軽減支援資金利子補給費補助金の交付

（根拠法令等） （秋田県農業経営負担軽減支援資金利子補給要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 利子補給承認者（借受者）

個人情報の対象者 利子補給承認者（借受者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所（市町村のみ） ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（ ･ｼｽﾃﾑ ｼｽﾃﾑ）媒体 名：農業関係制度資金管理ネットワーク

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 農業経営負担軽減支援資金利子補給費補助金交付申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農業あきた緊急サポート資金利子補給事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 農業あきた緊急サポート資金利子補給費補助金の交付

（根拠法令等） （農業あきた緊急サポート資金融通措置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借受者

個人情報の対象者 借受者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（ ･ｼｽﾃﾑ ｼｽﾃﾑ）媒体 名：農業関係制度資金管理ネットワーク

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 農業あきた緊急サポート資金利子補給費補助金交付申請書

行政文書の名称



- 25 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農業あきた緊急サポート資金利子補給事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 農業あきた緊急サポート資金利子補給費補助金の交付

（根拠法令等） （農業あきた緊急サポート資金融通措置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借受者

個人情報の対象者 借受者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（ ･ｼｽﾃﾑ ｼｽﾃﾑ）媒体 名：農業関係制度資金管理ネットワーク

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 農業あきた緊急サポート資金利子補給費補助金交付申請書

行政文書の名称



- 26 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 冷害対策資金利子補給事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 資金利子補給費補助金の交付

（根拠法令等） （秋田県冷害対策資金融通措置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借受者

個人情報の対象者 借受者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（ ･ｼｽﾃﾑ ｼｽﾃﾑ）媒体 名：農業関係制度資金管理ネットワーク

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 冷害対策資金利子補給費補助金交付申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 冷害対策資金利子補給事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 冷害対策資金利子補給費補助金の交付

（根拠法令等） （秋田県冷害対策資金融通措置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借受者

個人情報の対象者 借受者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（ ･ｼｽﾃﾑ ｼｽﾃﾑ）媒体 名：農業関係制度資金管理ネットワーク

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 冷害対策資金利子補給費補助金交付申請書

行政文書の名称



- 28 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農業・漁業災害対策資金利子補給事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 農業・漁業災害対策資金利子補給費補助金の交付

（根拠法令等） （秋田県農業・漁業災害対策資金融通措置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借受者

個人情報の対象者 借受者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･ｼｽﾃﾑ名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 農業・漁業災害対策資金利子補給費補助金交付申請書

行政文書の名称



- 29 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農業・漁業災害対策資金利子補給事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 農業・漁業災害対策資金利子補給費補助金の交付

（根拠法令等） （秋田県農業・漁業災害対策資金融通措置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借受者

個人情報の対象者 借受者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･ｼｽﾃﾑ名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 農業・漁業災害対策資金利子補給費補助金交付申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成３０年４月１日 開始(変更)年月日 平成３０年４月１日

個人情報取扱事務の名称 農業・漁業経営フォローアップ資金（災害に係る特例措置）利子補給事

務（１枚中１枚）

平成２９年度に発生した降ひょう及び豪雨災害により被害を受けた農業

個人情報取扱事務の目的 者を支援するため、特例措置として融資機関に対し利子補給を行い、被

（根拠法令等） 災農業者等の償還負担を軽減する（農業・漁業経営フォローアップ資金

預託金貸付事業（災害等に係る特例措置）実施要綱 。）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ㉙農業・漁業経営フォローアップ資金貸付実行報告書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１８年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 スーパーＬ資金等担い手特別支援事業補助金交付事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 スーパーＬ資金等担い手特別支援事業補助金交付決定事務

（根拠法令等） （スーパーＬ資金等担い手特別支援事業補助金交付要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 補助希望者

個人情報の対象者 補助希望者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 補助金交付申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 漁業近代化資金利子補給承認事務 １枚中 １枚

漁業者が装備の高度化を図るために行う漁協系統資金の借入に対し、融

個人情報取扱事務の目的 資機関に利子補給を行うことにより漁業者の負担を軽減し、その経営の

（根拠法令等） 近代化を推進する （漁業近代化資金融通法）。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 漁業近代化資金借入申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 漁業経営維持安定資金利子補給承認事務 １枚中 １枚

漁業環境の悪化により経営が困難になっている中小漁業者の経営再建を

個人情報取扱事務の目的 図るため、利子補給による低利な固定化債務の整理資金の融通を行い、

（根拠法令等） 再建整備を進める （漁業経営維持安定資金事務取扱要領）。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 漁業経営再建計画認定申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した

事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 沿岸漁業改善資金貸付事務 １枚中 １枚

沿岸漁業従事者等に対して本資金を貸し付け、沿岸漁業の経営若しくは

個人情報取扱事務の目的 操業状態又は生活の改善等を図る （沿岸漁業改善資金助成法）。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 沿岸漁業改善資金貸付申請書

されている主な 沿岸漁業改善資金借用証書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 林業・木材産業改善資金貸付事務 ５枚中 １枚

林業経営の健全な発展、林業生産力の増大及び林業従事者の福祉の向上

個人情報取扱事務の目的 に資すること （林業・木材産業改善資金助成法、秋田県林業・木材産。

（根拠法令等） 業改善資金貸付規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、収入未済者、督促者、償還者、確認者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：林業・木材産業改善資金事務委託 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録

されている主な 林業・木材産業改善資金収納計算書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 林業・木材産業改善資金貸付事務 ５枚中 ２枚

林業経営の健全な発展、林業生産力の増大及び林業従事者の福祉の向上

個人情報取扱事務の目的 に資すること。

（根拠法令等） （林業・木材産業改善資金助成法、秋田県林業・木材産業改善資金貸付

規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、収入未済者、督促者、償還者、確認者

個人情報の対象者 収入未済者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：林業・木材産業改善資金事務委託 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録

されている主な 林業・木材産業改善資金収納計算書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 林業・木材産業改善資金貸付事務 ５枚中 ３枚

林業経営の健全な発展、林業生産力の増大及び林業従事者の福祉の向上

個人情報取扱事務の目的 に資すること。

（根拠法令等） （林業・木材産業改善資金助成法、秋田県林業・木材産業改善資金貸付

規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、収入未済者、督促者、償還者、確認者

個人情報の対象者 督促者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：林業・木材産業改善資金事務委託契約書 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録

されている主な 林業・木材産業改善資金延滞者調書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 林業・木材産業改善資金貸付事務 ５枚中 ４枚

林業経営の健全な発展、林業生産力の増大及び林業従事者の福祉の向上

個人情報取扱事務の目的 に資すること。

（根拠法令等） （林業・木材産業改善資金助成法、秋田県林業・木材産業改善資金貸付

規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、収入未済者、督促者、償還者、確認者

個人情報の対象者 償還者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：林業・木材産業改善資金事務委託契約書 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録

されている主な 林業・木材産業改善資金貸付金償還原簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 林業・木材産業改善資金貸付事務 ５枚中 ５枚

林業経営の健全な発展、林業生産力の増大及び林業従事者の福祉の向上

個人情報取扱事務の目的 に資すること。

（根拠法令等） （林業・木材産業改善資金助成法、秋田県林業・木材産業改善資金貸付

規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、収入未済者、督促者、償還者、確認者

個人情報の対象者 確認者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：林業・木材産業改善資金事務委託契約書 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録

されている主な 林業・木材産業改善資金債務確認書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県木材産業等高度化推進資金制度運営事務 １枚中 １枚

木材産業等高度化推進資金の預託額及び貸付枠の設定に関する協議、個

個人情報取扱事務の目的 別の合理化計画の審査

（根拠法令等） （秋田県木材産業等高度化推進運営協議会設置要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 協議委員会

個人情報の対象者 協議委員会

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 秋田県木材産業等高度化推進運営協議会委員名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成２３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県営農維持緊急支援資金利子補給事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 秋田県営農維持緊急支援資金利子補給費補助金の交付

（根拠法令等） （秋田県営農維持緊急支援資金融通措置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 利子補給承認者（借受者）

個人情報の対象者 利子補給承認者（借受者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所（市町村のみ） □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（ ･ｼｽﾃﾑ ｼｽﾃﾑ）媒体 名：農業関係制度資金管理ネットワーク

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 秋田県営農維持緊急支援資金利子補給費補助金交付申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成２３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県営農維持緊急支援資金利子補給事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 秋田県営農維持緊急支援資金利子補給費補助金の交付

（根拠法令等） （秋田県営農維持緊急支援資金融通措置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 利子補給承認者（借受者）

個人情報の対象者 利子補給承認者（借受者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所（市町村のみ） □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（ ･ｼｽﾃﾑ ｼｽﾃﾑ）媒体 名：農業関係制度資金管理ネットワーク

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 秋田県営農維持緊急支援資金利子補給費補助金交付申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成２４年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 果樹産地再生支援資金利子補給事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 果樹産地再生支援資金利子補給費補助金の交付

（根拠法令等） （果樹産地再生支援資金融通措置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 利子補給承認者（借受者）

個人情報の対象者 利子補給承認者（借受者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所（市町村のみ） □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（ ･ｼｽﾃﾑ ｼｽﾃﾑ）媒体 名：農業関係制度資金管理ネットワーク

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 果樹産地再生支援資金利子補給費補助金交付申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成２４年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 果樹産地再生支援資金利子補給事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 果樹産地再生支援資金利子補給費補助金の交付

（根拠法令等） （果樹産地再生支援資金融通措置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 利子補給承認者（借受者）

個人情報の対象者 利子補給承認者（借受者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所（市町村のみ） □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（ ･ｼｽﾃﾑ ｼｽﾃﾑ）媒体 名：農業関係制度資金管理ネットワーク

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 果樹産地再生支援資金利子補給費補助金交付申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成２４年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 暴風被害復旧支援資金利子補給事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 暴風被害復旧支援資金利子補給費補助金の交付

（根拠法令等） （暴風被害復旧支援資金融通措置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 利子補給承認者（借受者）

個人情報の対象者 利子補給承認者（借受者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所（市町村のみ） ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（ ･ｼｽﾃﾑ ｼｽﾃﾑ）媒体 名：農業関係制度資金管理ネットワーク

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 暴風被害復旧支援資金利子補給費補助金交付申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成２４年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 暴風被害復旧支援資金利子補給事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 暴風被害復旧支援資金利子補給費補助金の交付

（根拠法令等） （暴風被害復旧支援資金融通措置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 利子補給承認者（借受者）

個人情報の対象者 利子補給承認者（借受者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

■ 住所（市町村のみ） ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（ ･ｼｽﾃﾑ ｼｽﾃﾑ）媒体 名：農業関係制度資金管理ネットワーク

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 暴風被害復旧支援資金利子補給費補助金交付申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 地方（小規模）卸売市場買受人名簿受理事務 （１枚中１枚）

地方（小規模）卸売市場の運営状況の把握

個人情報取扱事務の目的 （秋田県卸売市場条例第１２条及び第２３条の１４において準用する同

（根拠法令等） 条例第１２条の規定）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 買受人

個人情報の対象者 買受人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 卸売市場許認可関係

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 地方（小規模）卸売市場せり人名簿受理事務 （１枚中１枚）

地方（小規模）卸売市場の運営状況の把握

個人情報取扱事務の目的 （秋田県卸売市場条例第１７条及び第２３条の１４において準用する同

（根拠法令等） 条例第１７条の規定）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 せり人

個人情報の対象者 せり人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 卸売市場許認可関係

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 特別栽培農産物認証制度報告書受理事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 特別栽培農産物認証制度に基づく認証機関からの認証状況の報告受理

（根拠法令等） （秋田県特別栽培農産物認証制度要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 特別栽培農産物認証報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２７年 ５月２０日

個人情報取扱事務の名称 地産地消の推進事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 地産地消を自ら実践し、応援する地産地消サポーターの登録と活動の促

（根拠法令等） 進 （ 採れたて秋田地産地消サポーター」募集要領）。「

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 地産地消サポーター

個人情報の対象者 地産地消サポーター

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 地産地消サポーター名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

、 （ ）個人情報取扱事務の名称 組合総会等決議 選挙・当選取消請求事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 組合総会等決議、選挙・当選の取消し

（根拠法令等） （農業協同組合法第９６条、第４８条第７項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 取消請求者及び同意組合員

個人情報の対象者 取消請求者及び同意組合員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 決議（選挙、当選）取消請求書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農作物共済掛金等滞納処分に関する事務 １枚中 １枚

農業共済組合は県の認可を受けて、地方税の滞納処分の例により共済掛

個人情報取扱事務の目的 金等滞納者の処分をすることとなる。

（根拠法令等） （旧･農業災害補償法第８７条の２第４項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 共済掛金等の滞納者

個人情報の対象者 共済掛金等の滞納者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（滞納額）8
（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 水稲共済掛金未納者チェックリスト、滞納処分実績報告書、

されている主な 共済掛金等滞納処分に係る認可申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 農業共済組合等検査事務 （ １枚中 １枚）

県は農業共済組合等の業務又は会計の状況について検査することになっ

個人情報取扱事務の目的 ている。

（根拠法令等） （農業保険法第２０９条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 農業共済組合の役職員

個人情報の対象者 農業共済組合の役職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 組合の常例検査

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 新規開田地等の例外引受指定事務 １枚中 １枚

新規開田地を耕作する者は農業共済への加入資格はないが、やむを得な

個人情報取扱事務の目的 い事由があり指定されれば加入できることになっている。

（根拠法令等） （農業保険法附則第２条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申出者

個人情報の対象者 申出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■ 耕作面積

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 新規開田地等の例外引受指定申出書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 農作物共済引受除外認定事務 （ １枚中 １枚）

農作物共済は一定の面積以上を作付けした場合、必ず加入しなければな

個人情報取扱事務の目的 らないが、圃場の条件等によりこの共済関係の除外ができる。

（根拠法令等） （農作物共済引受要綱第４章第１節第２の２）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 共済関係除外指定対象者

個人情報の対象者 共済関係除外指定対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■ 作付面積

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 共済関係除外指定

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１５年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１５年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 不祥事件届出事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 不祥事件の届出

（根拠法令等） （農業協同組合法施行規則第２３１条第１項第２２号）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 不祥事件関係者

個人情報の対象者 不祥事件関係者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 ■ 性行

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 不祥事件届出書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農業協同組合経営概要等調査事務 １枚中 １枚

個人情報取扱事務の目的 農業協同組合の経営概要等の報告

（根拠法令等） （農業協同組合法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 役職員

個人情報の対象者 役職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（役職 ）

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第 号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 農協の経営概要

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農業経済課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

、 （ ）個人情報取扱事務の名称 漁業協同組合連合会 漁業協同組合指導調整事務 １枚中 １枚

水産業協同組合法等に基づく指導調整を行うために、漁協等の基本概況

個人情報取扱事務の目的 及び役職員の名簿を徴収し、それらを活用することによって事務の円滑

（根拠法令等） 化を図り、健全な組合運営を推進する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 漁業協同組合連合会、漁業協同組合、水産業関係団体の役員及び職員

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ） （ ）■ 住所 役員 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２４年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農業協同組合検査事務 ２枚中 １枚

農業協同組合の業務及び会計の状況を的確に把握し、組合に対する指導

、 。個人情報取扱事務の目的 を行い 組合の正常な事業運営の促進と農林水産業の健全な発展を図る

（根拠法令等） （農業協同組合法第９４条第４項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 債権・債務者、役職員

個人情報の対象者 債権・債務者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 ■ 健康状態5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 農協検査書・回答書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２４年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農業協同組合検査事務 ２枚中 ２枚

（１枚目に同じ ）。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 債権・債務者、役職員

個人情報の対象者 役職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 農協検査書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２４年４月１日

個人情報取扱事務の名称 漁業協同組合検査事務（海面及び内水面） （ ２枚中 １枚）

漁業協同組合の業務及び会計の状況を的確に把握し、組合に対する指導

、 。個人情報取扱事務の目的 を行い 組合の正常な事業運営の促進と農林水産業の健全な発展を図る

（根拠法令等） （水産業協同組合法第１２３条第４項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 債権・債務者、役職員

個人情報の対象者 債権・債務者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 ■ 健康状態5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 漁協検査書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２４年４月１日

（ ） （ ）個人情報取扱事務の名称 漁業協同組合検査事務 海面及び内水面 ２枚中 ２枚

（１枚目に同じ ）。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 債権・債務者、役職員

個人情報の対象者 役職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 農協検査書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２４年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 森林組合検査事務 ２枚中 １枚

森林組合の業務及び会計の状況を的確に把握し、組合に対する指導を行

個人情報取扱事務の目的 い、組合の正常な事業運営の促進と農林水産業の健全な発展を図る。

（根拠法令等） （森林組合法第１１１条第４項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 債権・債務者、役職員

個人情報の対象者 債権・債務者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 森林組合検査書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２４年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 森林組合検査事務 ２枚中 ２枚

（１枚目に同じ ）。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 債権・債務者、役職員

個人情報の対象者 役職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 森林組合検査書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 生活研究グループ協議会に関する事務 （ １枚中 １枚）

農業・農村における各種行政課題の解決に向け、自主的活動を行う実

個人情報取扱事務の目的 践組織の育成・支援と実態把握を目的とする。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 女性農業者（生活研究グループ員）

個人情報の対象者 女性農業者（生活研究グループ員）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 □ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 女性起業に関する事務 （ １枚中 １枚）

女性を中心に活発化している直売や加工活動等の起業活動の推進を図

個人情報取扱事務の目的 り、女性の経済的自立と農業・農村の活性化に資するため、支援策の実

（根拠法令等） 行と効果の確認、活動実態を把握する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 農業者（起業活動の実践者）

個人情報の対象者 農業者（起業活動の実践者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 女性起業活動実態調査票

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成２６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２６年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農業・漁業経営フォローアップ資金預託金貸付事務 １枚中 １枚

農業・漁業を経営する法人、個人又は新規就業者の経営の維持・安定を

個人情報取扱事務の目的 資金面で支援するため、金融機関への預託金の貸付により、長期運転資

（根拠法令等） 金を低利で融通する。

（農業・漁業経営フォローアップ資金預託金貸付事業実施要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 農業・漁業経営フォローアップ資金貸付実行報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成２６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２６年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農業・漁業経営フォローアップ資金預託金貸付事務 １枚中 １枚

農業・漁業を経営する法人、個人又は新規就業者の経営の維持・安定を

個人情報取扱事務の目的 資金面で支援するため、金融機関への預託金の貸付により、長期運転資

（根拠法令等） 金を低利で融通する。

（農業・漁業経営フォローアップ資金預託金貸付事業実施要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 農業・漁業経営フォローアップ資金貸付実行報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成２６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２６年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 農業・漁業経営フォローアップ資金 大雨等 利子補給事務(１枚中１枚)（ ）

平成２５年７月からの大雨等により被害を受けた農業者・漁業者を支援

個人情報取扱事務の目的 するため、特例措置として融資機関に対し利子補給を行い被災農業者等

（根拠法令等） の償還負担を軽減する （農業・漁業経営フォローアップ資金預託金貸。

付事業（大雨等災害に係る特例措置）実施要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 農業・漁業経営フォローアップ資金（大雨等災害に係る特例措置）

行政文書の名称 利子補給承認報告書



- 70 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成２６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２６年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 農業・漁業経営フォローアップ資金 大雨等 利子補給事務(１枚中１枚)（ ）

平成２５年７月からの大雨等により被害を受けた農業者・漁業者を支援

個人情報取扱事務の目的 するため、特例措置として融資機関に対し利子補給を行い被災農業者等

（根拠法令等） の償還負担を軽減する （農業・漁業経営フォローアップ資金預託金貸。

付事業（大雨等災害に係る特例措置）実施要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 □ （ ）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）6
社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）8
そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）9

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関 □ 実施機関以外の県の機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 実施機関以外の県の機関 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 農業・漁業経営フォローアップ資金（大雨等災害に係る特例措置）

行政文書の名称 利子補給承認報告書
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成２４年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 ６次産業化推進事務 （１枚中１枚）

県内農林漁業者等による６次産業化を推進し、所得向上や雇用創出を図

個人情報取扱事務の目的 る （地域資源を活用した農林漁業者等による新事業の創出等及び地域。

（根拠法令等） の農林水産物の利用促進に関する法律（六次産業化・地産地消法 ））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 相談者と実践者

個人情報の対象者 相談者と実践者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 ■ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 相談カルテ、各種行事出席者名簿、事業実施計画書

されている主な

行政文書の名称



- 72 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 農業経済課組織の名称

登録年月日 平成２７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２７年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 卸売市場検査事務 １枚中１枚

卸売業者の業務及び会計の状況を的確に把握し、指導を行い、卸売市場

個人情報取扱事務の目的 の適正かつ健全な運営の確保を図る。

（根拠法令等） （秋田県卸売市場条例第二十三条の十三）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農業経済課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 卸売業者

個人情報の対象者 卸売業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：ＨＤ

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 卸売市場検査書

行政文書の名称



販売戦略室



- 1 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 販売戦略室事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 □固 有 組織の名称

登録年月日 平成２８年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県農産物流通販売戦略推進会議事務 （ １枚中 １枚）

「秋田県農産物流通販売戦略」の推進に関することを協議するため、

個人情報取扱事務の目的 県産農産物の生産・流通・販売に関わる機関及び団体で構成する推進

（根拠法令等） 会議を設置する。

（秋田県農産物流通販売戦略推進会議設置要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 販売戦略室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 出席者

個人情報の対象者 出席者

1基 本 的 事 項 □ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 □ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録 秋田県農産物流通販売戦略推進会議構成機関及び団体一覧

されている主な

行政文書の名称



農山村振興課



- 1 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農山村振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２９年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 基盤整備関連経営体育成等促進計画策定事務 １枚中１枚

関係農業者の現況所有耕地等をとりまとめ、農地利用集積計画を策定

個人情報取扱事務の目的 するため

（根拠法令等） （基盤整備関連経営体育成等促進計画策定要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農山村振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 担い手農家

個人情報の対象者 担い手農家

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 基盤整備関連経営体育成等促進計画書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農山村振興課組織の名称

登録年月日 平成２８年４月１日 開始(変更)年月日 平成２９年４月１日

個人情報取扱事務の名称 秋田県農業農村整備事業の環境に係る情報協議会設置事務

（１枚中１枚）

環境情報協議会の審査会等委員への報酬・謝金等支払いに必要なため

個人情報取扱事務の目的 （秋田県農業農村整備事業の環境に係る情報協議会設置要領）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農山村振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■ 口座

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 秋田県農業農村整備事業の環境に係る情報協議会設置綴

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農山村振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年４月１日

個人情報取扱事務の名称 ふるさと水と土指導員委嘱事務 （ １枚中 １枚）

秋田県中山間地域土地改良施設等保全基金を活用した事業（秋田県中山

個人情報取扱事務の目的 間地域土地改良施設等保全基金条例による）における地域住民活動の活

（根拠法令等） 性化に関する推進指導及び助言等を行う「ふるさと水と土指導員」の委

嘱に関する事務 （秋田県ふるさと水と土指導員設置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農山村振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 指導員

個人情報の対象者 指導員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ふるさと水と土指導員委嘱綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農山村振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成１６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県農林水産部農業関係補助事業に係る第三者委員会委員委嘱事務

（ １枚中 １枚）

秋田県農林水産部農業関係補助事業の効率的かつ適正な執行を確保する

個人情報取扱事務の目的 ため設置した委員会の委員委嘱に関する事務

（根拠法令等） （秋田県農林水産部農業関係補助事業に係る第三者委員会設置要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農山村振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委嘱委員、委員公募の応募者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 農業関係補助事業に関する第三者委員会綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農山村振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２０年 ２月 １日 開始(変更)年月日 平成３１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 魅力ある秋田の里づくり総合支援事業運営事務（ １枚中 １枚）

農地等の保全・活用を基本とした地域の食や伝統文化、里地里山や水辺環

境などの地域特性を生かした都市との交流活動、伝統野菜などの地域特産個人情報取扱事務の目的

物の生産及び加工・販売までの６次産業化など、地域住民が主体となった（根拠法令等）

取組により農地の維持及び中山間地域の活性化を図ることを目的とする。

（魅力ある秋田の里づくり総合支援事業実施要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農山村振興課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受託者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 魅力ある里づくりモデル事業（里づくりモデル事業） 綴

されている主な 活力ある農山村チャレンジ事業（ふるさと秋田応援事業など）綴

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農山村振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２８年 ６月１４日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月１日

個人情報取扱事務の名称 （ １枚中 １枚）農山村ふるさと保全検討委員委嘱事務

中山間地域をはじめとする農山村地域が有する多面的機能の良好な発揮

個人情報取扱事務の目的 や、農地等の保全・利活用に係る地域住民の共同活動等、農山村地域の

（根拠法令等） 活性化及び振興対策の推進を図るために設置した検討委員会に関する委

嘱事務 （農山村ふるさと保全委員会設置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農山村振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委員

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農山村振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 元気な中山間農業応援事業運営事務（ １枚中 １枚）

地域が主体となり、中山間地域の資源を活かした創意あふれる計画を策

、 、 、個人情報取扱事務の目的 定するとともに これに基づき 水田の畑地化整備や地域特産物の導入

（根拠法令等） 六次産業化の実践に必要な機械・施設等の導入を支援し、特色ある中山

間地域農業の展開を図る。

（元気な中山間農業応援事業実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農山村振興課 、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 元気な中山間農業応援事業 綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農山村振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 農福連携マッチング調査事業運営事務（ １枚中 １枚）

障がい者の農業就労に係るマッチング調査を実施し、今後の農地保全対

個人情報取扱事務の目的 策や耕作放棄防止対策の基礎とする。

（根拠法令等） （農福連携マッチング調査事業実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農山村振興課 、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受託者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 農福連携マッチング調査事業 綴

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農山村振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２９年 ３月 １日 開始(変更)年月日 平成３１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 ウェルカム秋田！農泊ビジネス起業応援事業 （ １枚中 １枚）

秋田への移住希望者へ、各種研修や開業支援事業等の情報提供を行うた

個人情報取扱事務の目的 め。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農山村振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受託者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ウェルカム秋田！農泊ビジネス起業応援事業 綴 の実績報告書内

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農山村振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成２９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田の里地里山を守り継ぐプロジェクト事業 （ １枚中 １枚）

多面的な機能を有する里地里山を国民共有の財産として後世に引き継

個人情報取扱事務の目的 いでいくため、地域が県内外の企業や大学等と協働で行う里地里山の保

（根拠法令等） 全活動等に対し総合的に支援する。

（秋田の里地里山を守り継ぐプロジェクト事業実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農山村振興課 、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田の里地里山を守り継ぐプロジェクト事業 綴

されている主な

行政文書の名称



- 11 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 農山村振興課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称

登録年月日 平成３０年 ４月 ２日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 ２日

個人情報取扱事務の名称 Ｃｏｏｌ Ａｋｉｔａ農泊推進事業 （ １枚中 １枚）

多様化する都市住民の農山漁村に対するニーズに対応するとともに、

個人情報取扱事務の目的 今後増加が見込まれる外国人旅行者の受入態勢を整備するため、グリー

（根拠法令等） ン・ツーリズムの拠点地域の育成や地域の魅力の再発見・情報発信の強

化を図る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農山村振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受託者、参加者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 Ｃｏｏｌ Ａｋｉｔａ農泊推進事業 綴

されている主な

行政文書の名称



水田総合利用課



- 1 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 水田総合利用課組織の名称

登録年月日 平成１７年４月１日 開始(変更)年月日 平成１７年４月１日

個人情報取扱事務の名称 指定種子生産ほ場指定事務 （１枚中１枚）

主要農作物種子法に基づき、水稲の種子を生産するほ場を指定する。

個人情報取扱事務の目的 （主要農作物種子法）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 生産農家

個人情報の対象者 生産農家

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■ ほ場審査

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第５号該当） □ 無

個人情報の利用 ■ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 指定種子生産ほ場指定一覧

されている主な

行政文書の名称



- 2 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 水田総合利用課組織の名称

登録年月日 平成１７年４月１日 開始(変更)年月日 平成１７年４月１日

個人情報取扱事務の名称 特殊肥料生産業者届出事務 （１枚中１枚）

肥料の品質を保全するため特殊肥料（たい肥等）の事業開始の届出等に

個人情報取扱事務の目的 関する事務

（根拠法令等） （肥料取締法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 特殊肥料生産業者

個人情報の対象者 特殊肥料生産業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第５号該当） □ 無

個人情報の利用 ■ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 特殊肥料生産業者届出書

されている主な

行政文書の名称



- 3 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 水田総合利用課組織の名称

登録年月日 平成１７年４月１日 開始(変更)年月日 平成１７年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 肥料販売業者届出事務 １枚中１枚

肥料の品質を保全するため肥料販売に関する事業開始の届出等の事務

個人情報取扱事務の目的 （肥料取締法）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 肥料販売業者

個人情報の対象者 肥料販売業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第５号該当） □ 無

個人情報の利用 ■ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 肥料販売業務開始届出書

されている主な

行政文書の名称



- 4 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 水田総合利用課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１７年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農薬管理指導士認定試験事務 １枚中１枚

農薬に関する専門的な研修を実施するとともに試験を課し、その合格者

個人情報取扱事務の目的 を農薬管理指導士として認定することにより、農薬取扱業者の資質向上

（根拠法令等） を図り、農薬の安全使用を推進する。

（秋田県農薬管理指導士認定事業実施要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受験者、合格者

個人情報の対象者 受験者、合格者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 農薬管理指導士認定事業養成研修受講申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 水田総合利用課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２４年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 有害物質吸収抑制対策事業委託事務 １枚中１枚

農用地土壌汚染防止法第３条に基づき県が指定した対策地域で、かつ客

個人情報取扱事務の目的 土等の工事が開始されていない地域における対策を市町村に委託する。

（根拠法令等） （農用地の土壌の汚染防止等に関する法律）

（消費・安全対策交付金実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 水稲作付農家

個人情報の対象者 水稲作付農家

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■ 水稲作付面積

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 事業計画書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 水田総合利用課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１７年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 カドミウム含有米ロット編成業務委託事務 １枚中１枚

県の監視区域の各農家で生産された米のカドミウム濃度を調査するため

個人情報取扱事務の目的 に、出荷団体へロット編成委託する。

（根拠法令等） （農用地の土壌の汚染防止等に関する法律）

（秋田県カドミウム含有米取扱要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 生産農家

個人情報の対象者 生産農家

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ 、 、 ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■ 売渡数量 品種 品質

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 調査対象農家別内訳表

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 水田総合利用課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１７年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 土壌汚染対策細密調査事務 １枚中１枚

知事は、農用地の土壌の特定有害物質による汚染の状況を常時監視しな

個人情報取扱事務の目的 ければならないため、対象地域生産農家のカドミウム濃度調査を実施。

（根拠法令等） （農用地の土壌の汚染防止等に関する法律）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 調査対象農家

個人情報の対象者 調査対象農家

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ 、 ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■ 水稲作付面積 Ｃｄ含有濃度

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 調査名簿（細密調査農家別内訳表）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 水田総合利用課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２４年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 カドミウム汚染米買い入れ業務 １枚中１枚

玄米中のカドミウム含有量が 以上の場合は土壌汚染対策として0.40ppm
個人情報取扱事務の目的 県が買い入れ・処分する。

（根拠法令等） （秋田県カドミウム含有米取扱要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 生産農家

個人情報の対象者 生産農家

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■ カドミウム汚染米数量 カドミウム濃度、

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 米穀売渡申込書（分析結果証明書、生産防止対策実施状況書）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 水田総合利用課組織の名称

登録年月日 平成２１年４月１日 開始(変更)年月日 平成２１年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県カドミウム吸収抑制対策協議会事務局事務 １枚中１枚

本協議会において、各地域協議会に委託しているファイトレメディエー

個人情報取扱事務の目的 ション実証ほに関する事務

（根拠法令等） （消費・安全対策交付金実施要綱・要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 生産農家

個人情報の対象者 生産農家

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■ 水稲作付面積

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 委託契約書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 水田総合利用課組織の名称

登録年月日 平成１６年４月１日 開始(変更)年月日 平成１６年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 持続性の高い農業生産方式の導入に関する計画認定事務 １枚中１枚

持続性の高い農業生産方式に取り組もうとする農業者の導入計画の認定

個人情報取扱事務の目的 （持続性の高い農業生産方式の導入の促進に関する法律）

（根拠法令等） （秋田県持続性の高い農業生産方式の導入に関する計画認定要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 持続的農業生産対策（エコファーマー等 、エコファーマー認定台帳）

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 水田総合利用課組織の名称

登録年月日 平成１７年１２月１日 開始(変更)年月日 平成１７年１２月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 水稲関連施設等に係る利用実績調査事務 １枚中１枚

水稲用に利用している産業用無人ヘリコプター等について、保有状況や

個人情報取扱事務の目的 稼働状況について毎年度調査を実施し、病害虫防除等に係る基礎資料と

（根拠法令等） する他、必要に応じて関係機関に情報を提供する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 調査対象のうち無人ヘリ保有農家

個人情報の対象者 無人ヘリ保有農家

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助8
■（ヘリの型式、導入年次、機数 ）

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 水稲関連施設等に係る利用実績調査台帳

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 水田総合利用課組織の名称

登録年月日 平成２３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 あきたを元気に！農業夢プラン実現事業事務 １枚中１枚

高品質な戦略作物を安定的に供給できる産地形成及び収益性の高い地域

個人情報取扱事務の目的 農業の確立を推進するため、認定農業者や集落営農組織等の経営の複合

（根拠法令等） 化に必要な機械・施設等の導入を支援し、戦略作物の生産拡大を促進す

るとともに、担い手の経営発展を図る。

（あきたを元気に！農業夢プラン実現事業実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 事業実施計画、事業実施計画総括表

されている主な 事業実施状況、事業実施状況総括表

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 水田総合利用課組織の名称

登録年月日 平成１８年４月１日 開始(変更)年月日 平成１８年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 水稲直播栽培調査事務 １枚中１枚

直播栽培を実施している農家を把握するために行う調査

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 一般農家

個人情報の対象者 一般農家

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 直播対策

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 水田総合利用課組織の名称

登録年月日 平成２４年４月２４日 開始(変更)年月日 平成２４年４月２４日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農業生産施設復旧支援事業事務 １枚中１枚

平成２４年４月に発生した暴風により、パイプハウスの倒壊やガラスハ

個人情報取扱事務の目的 ウスの破損、畜舎の屋根等の破損等が発生し、農業被害が極めて深刻な

（根拠法令等） 状況となっていることから、被害を受けた農業者等の農業生産施設の復

旧に対して助成し、農業経営の再建を支援する。

（農業生産施設復旧支援事業実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 事業実施計画、事業実施計画総括表

されている主な 事業実施状況、事業実施状況総括表

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 水田総合利用課組織の名称

登録年月日 平成２５年９月６日 開始(変更)年月日 平成２５年９月６日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農業経営等復旧・再開支援対策事業事務 １枚中１枚

平成２５年７月からの大雨等や１１月からの降雪・積雪、及び２９年７

個人情報取扱事務の目的 月の豪雨等により被害を受けた農地や樹園地、生産施設等の復旧、被災

（根拠法令等） 農業者等の再生産に向けた取組に対して助成し、農業経営等の再建を支

援する。

（農業経営等復旧・再開支援対策事業実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 事業実施計画書、雪害復旧支援対策事業市町村実施計画（報告）書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 水田総合利用課組織の名称

登録年月日 平成２６年４月１日 開始(変更)年月日 平成２６年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 未来にアタック農業夢プラン応援事業事務 １枚中１枚

戦略作目の産地づくりを強化するとともに、６次産業化により新たなビ

個人情報取扱事務の目的 ジネスを創出して、収益性の高い経営体を確保・育成するため、認定農

（根拠法令等） 業者等の経営の複合化、６次産業化への発展が期待できる取組等に必要

な機械・施設等の導入を支援する。

（未来にアタック農業夢プラン応援事業実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 事業実施計画、事業実施計画総括表

されている主な 事業実施状況、事業実施状況総括表

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 水田総合利用課組織の名称

登録年月日 平成２８年４月１日 開始(変更)年月日 平成２８年４月１日

個人情報取扱事務の名称 地域登録検査機関の登録等事務 （１枚中 １枚）

農産物検査制度の適正かつ確実な実施を確保するため、地域登録検査機

個人情報取扱事務の目的 関（県域内でのみ農産物検査を行う登録検査機関）の登録等の事務を行

（根拠法令等） う。

（農産物検査法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請（又は届出）を行う地域登録検査機関の役員、農産物検査員

個人情報の対象者 申請（又は届出）を行う地域登録検査機関の役員、農産物検査員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：ハードディスク

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 地域登録検査機関の登録申請書、地域登録検査機関の登録更新申請書、

されている主な 地域登録検査機関の変更登録申請書、登録事項変更届出書、農産物検査員証

行政文書の名称 等
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 水田総合利用課組織の名称

登録年月日 平成２８年４月１日 開始(変更)年月日 平成２８年４月１日

個人情報取扱事務の名称 地域登録検査機関に対する巡回立入調査 （１枚中１枚）

農産物検査制度の適正かつ確実な実施を確保するため、地域登録検査機

個人情報取扱事務の目的 関（県域内でのみ農産物検査を行う登録検査機関）に対し巡回立入調査

（根拠法令等） を実施する。

（農産物検査法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 農産物検査を受検した農業者等

個人情報の対象者 農産物検査を受検した農業者等

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：ハードディスク

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 確認書、指導確認書、農検法巡回調査等報告書等

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 水田総合利用課組織の名称

登録年月日 平成２９年８月１７日 開始(変更)年月日 平成２９年９月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県ＧＡＰ基準適合確認審査 １枚中１枚

東京オリンピック・パラリンピックへの食材供給基準に対応するため、

個人情報取扱事務の目的 農家等から県版ＧＡＰへの適合審査の要請のあった場合の確認審査事

（根拠法令等） 務。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 農家等

個人情報の対象者 農家等

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 県版ＧＡＰ基準適合審査

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 水田総合利用課組織の名称

登録年月日 平成１７年４月１日 開始(変更)年月日 平成１７年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 ファイトレメディエーション技術実証委託事務 １枚中１枚

農用地土壌汚染地域において、植物を用いた土壌浄化対策であるファイ

個人情報取扱事務の目的 トレメディエーションの現地実証を生産農家へ委託実施する。

（根拠法令等） （食の安全・安心確保交付金実施要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 生産農家

個人情報の対象者 生産農家

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■ 水稲作付面積

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ファイレメ実証事業計画・報告書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 水田総合利用課組織の名称

登録年月日 平成３０年４月１日 開始(変更)年月日 平成３０年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 新時代を勝ち抜く！農業夢プラン応援事業事務 １枚中１枚

戦略作目の産地づくりを強化するとともに、６次産業化により新たなビ

個人情報取扱事務の目的 ジネスを創出して、収益性の高い経営体を確保・育成するため、認定農

（根拠法令等） 業者等の経営の複合化、６次産業化への発展が期待できる取組等に必要

な機械・施設等の導入を支援する。

（新時代を勝ち抜く！農業夢プラン応援事業実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 事業実施計画、事業実施計画総括表

されている主な 事業実施状況、事業実施状況総括表

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 水田総合利用課組織の名称

登録年月日 平成３０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 実需と固く結びつく米産地応援事業事務 １枚中 １枚

販売を起点とした米づくりを推進するため、実需者との結びつきを強化

個人情報取扱事務の目的 する取組を総合的に支援する。

（根拠法令等） （実需と固く結びつく米産地応援事業実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課、各地域振興局

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請法人等の代表者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：ハードディスク ）

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 事業実施計画（変更）承認申請書、事業実施（変更）計画書、事業実績書、

されている主な 事業実施状況報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 水田総合利用課組織の名称

登録年月日 平成３０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 酒造好適米生産振興事務 １枚中 １枚

県内の蔵元に対して酒米を安定的に供給するため、県酒米生産流通対策

個人情報取扱事務の目的 協議会において、需給調整を行うとともに、酒造適性の高い酒米生産に

（根拠法令等） 向け、品質基準や栽培指針を策定する。

（秋田米生産・販売戦略）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課、各地域振興局

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 法人等の代表者、生産者

個人情報の対象者 県酒米生産流通対策協議会会員、酒造好適米生産者、蔵元の代表者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ 、 、 ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■ 作付面積 出荷量 需要量

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：ハードディスク

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県酒米生産流通対策協議会名簿、酒造好適米生産状況調査票、酒造好適

されている主な 米の需要調査

行政文書の名称



- 24 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 水田総合利用課組織の名称

登録年月日 令和２年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和２年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 無人ヘリコプターによる農薬の空中散布計画・実績届出（１枚中１枚）

無人ヘリコプターによる農薬の空中散布を実施する場合、計画及び実績

個人情報取扱事務の目的 の県への届出が必要なため。

（根拠法令等） （農薬取締法、

無人ヘリコプターによる農薬の空中散布に係る安全ガイドライン）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■（技能承認番号）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助8
■（無人ヘリの機体確認番号）

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第５号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 空中散布計画報告書、空中散布実績報告書

行政文書の名称



水田総合利用課

秋田米ブランド推進室



- 1 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 水田総合利用課秋田米ブラ事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 ンド推進室

登録年月日 令和 元年 ５月 ９日 開始(変更)年月日 令和 元年 ５月 ９日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田米新品種ブランド化戦略本部事務 １枚中 １枚

本県が開発した水稲新品種が、秋田米のフラッグシップとして、産地

個人情報取扱事務の目的 間競争に打ち勝ち、トップブランド米としての地位を確立するために必

「 」（根拠法令等） 要な生産・流通・販売対策の指針として 秋田米新品種ブランド化戦略

を策定するとともに、その円滑な推進を図るため 「秋田米新品種ブラ、

ンド化戦略本部」を設置する。

（秋田米新品種ブランド化戦略本部設置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課秋田米ブランド推進室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 本部員

個人情報の対象者 本部員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：ハードディスク

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

秋田米新品種ブランド化戦略本部 本部員名簿個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称



- 2 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 水田総合利用課秋田米ブラ事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 ンド推進室

登録年月日 令和 ２年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和 ２年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 新品種生産団体登録事務 １枚中 １枚

生産者、関係団体や行政が一丸となって、確かな品質で安定供給でき

個人情報取扱事務の目的 る体制を確立する。

（根拠法令等） （秋田米新品種ブランド化戦略）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課秋田米ブランド推進室、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 生産団体登録申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：ハードディスク

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 「秋系 」生産団体登録申請書、作付希望者一覧表、作付希望ほ場一覧表821
されている主な

行政文書の名称



- 3 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 水田総合利用課秋田米ブラ事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 ンド推進室

登録年月日 令和 ２年 ４月 １日 開始(変更)年月日 令和 ２年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田米新品種名称公募業務事務 １枚中 １枚

令和４年度の市場デビューに向けて県が開発を進めている水稲極良食

「 」 、 、、個人情報取扱事務の目的 味新品種 秋系８２１ の名称を全国公募するとともに マスメディア

（根拠法令等） ＳＮＳ、試食イベント等を活用して名称公募に係る話題を創出し、新品

種への全国からの関心と期待感を高める。

（秋田米新品種名称公募業務の目的）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水田総合利用課秋田米ブランド推進室

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 応募者

個人情報の対象者 応募者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：ハードディスク

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

□ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田米新品種ネーミング案応募者リスト

されている主な

行政文書の名称



園芸振興課



- 1 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 農畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 知事賞等褒賞に関する事務 （１枚中１枚）

農産物生産において、品質などが優秀な成績を収めた生産者に知事賞

個人情報取扱事務の目的 等を授与する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 園芸振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 農業者

個人情報の対象者 農業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（経営状況 ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 叙勲・褒賞

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 園芸振興課組織の名称

登録年月日 平成１７年４月１日 開始(変更)年月日 平成１７年４月１日

個人情報取扱事務の名称 園芸振興課関係補助金交付事務 （１枚中１枚）

個人情報取扱事務の目的 農業者等が園芸品目の生産や生産や農産物の集荷、加工の販売に必要

（根拠法令等） な施設・機械設備を整備する際に、その導入支援を図る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 園芸振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局

個人情報の対象者の区分 農業者等

個人情報の対象者 農業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（経営状況 ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 園芸メガ団地育成事業

されている主な 産地パワーアップ事業

行政文書の名称



畜産振興課
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 ふ化業者の登録事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 ふ化業者の登録

（根拠法令等） （養鶏振興法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 畜産振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各家畜保健衛生所

個人情報の対象者の区分 登録業者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県公報、登録申請

されている主な ふ化業者登録簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 家畜人工授精関係事務 （ １枚中 １枚）

家畜人工授精実施状況の把握

個人情報取扱事務の目的 （家畜改良増殖法）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 畜産振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各家畜保健衛生所

個人情報の対象者の区分 家畜人工授精師、獣医師

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 種付（人工授精）及び受精卵移植成績報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 蜜蜂転飼許可事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 転飼許可と蜜蜂飼育状況の把握

（根拠法令等） （養蜂振興法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 畜産振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 申請者、飼育者

個人情報の対象者 申請者、飼育者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 許可申請書、許可証、飼育届

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成１６年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 畜産環境保全指導事務 （ １枚中 １枚）

家畜の排せつ物の管理の適正及び利用の促進を図り、もって畜産業の

個人情報取扱事務の目的 健全な発展に資する。

（根拠法令等） （家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 畜産振興課、家畜地域振興局農林部、各家畜保健衛生所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 法対象畜産農家

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助

■（畜産関係）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■（家畜排せつ物処理状況）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 立入検査実績、「総点検」関係

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２５年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 畜産特別資金に係る事務 （ １枚中 １枚）

畜産特別支援資金融通事業実施要綱の規定により、当該資金の借受希

個人情報取扱事務の目的 望者は経営内容等を記載した経営改善計画を作成し、融資機関を経由し

（根拠法令等） て都道府県知事に提出することとなっている。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 畜産振興課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 大家畜経営改善計画

されている主な 養豚経営改善計画

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 制度リース事業事務 （ １枚中 １枚）

畜産近代化リース協会業務方法書実施要領第１１の規定により、再貸

個人情報取扱事務の目的 付する場合、最終借受者についての経営内容等を記入した書類を提出す

（根拠法令等） ることとなっている。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 畜産振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 最終借受者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 畜産近代化リース貸付事業申請書、食肉販売合理化施設整備リース事業貸付

されている主な 申請書、畜産環境整備リース貸付申請書、経営効率化機械リース助成事業リ

行政文書の名称 ース料助成申請書、牛乳輸送施設リース貸付申請書
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 家畜商登録事務 （ ２枚中 １枚）

家畜商について免許、営業保証金の供託等の制度を実施して、業務の

個人情報取扱事務の目的 健全な運営を図り、家畜の取引の公正を確保する。

（根拠法令等） （家畜商法第３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各家畜保健衛生所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、受講者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 家畜商免許申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

個人情報取扱事務の名称 家畜商登録事務 （ ２枚中 ２枚）

家畜商について免許、営業保証金の供託等の制度を実施して、業務の

個人情報取扱事務の目的 健全な運営を図り、家畜の取引の公正を確保する。

（根拠法令等） （家畜商法第３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各家畜保健衛生所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、受講者

個人情報の対象者 受講者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 家畜商講習会受講申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 飼料製造管理者届事務 （ １枚中 １枚）

飼料及び飼料添加物の製造等に関する規制、飼料の公定規格の設定及

個人情報取扱事務の目的 び検定等を行うことにより、飼料の安全性の確保及び品質の改善を図り、

（根拠法令等） 公共の安全の確保と畜産物等の生産の安定に寄与する。

（飼料の安全性確保及び品質の改善に関する法律第２条の８）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 畜産振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 飼養製造管理者届

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 獣医師の届出事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 獣医師の現況の届出事務

（根拠法令等） （獣医師法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 畜産振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 獣医師

個人情報の対象者 獣医師

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 獣医師法第２２条の届出

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 家畜人工授精師養成講習会事務 （ １枚中 １枚）

家畜人工授精師養成講習会における受講合格者の適否

個人情報取扱事務の目的 （家畜改良増殖法）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 畜産振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受講者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 家畜人工授精師養成講習会

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１６年４月１日

個人情報取扱事務の名称 動物用医薬品等製造業許可事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 動物用医薬品等製造業許可の適法性（医薬品、医療機器等の品質、有

（根拠法令等） 効性及び安全性の確保等に関する法律（薬機法））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各家畜保健衛生所・畜産振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（薬機法）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 ■ （ 健康状態、障害の程度 ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（施設 ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 動物用医薬品等製造業許可申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 へい殺畜等手当金交付事務 （ １枚中 １枚）

へい殺畜等手当金の支払い

個人情報取扱事務の目的 （家畜伝染病予防法）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 畜産振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各家畜保健衛生所

個人情報の対象者の区分 へい殺畜等手当金申請者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 ■ 手当金の額

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な へい殺畜等手当金交付事務

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 動物用医薬品等販売業許可事務（ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 動物用医薬品等製造業許可の適法性（医薬品、医療機器等の品質、有

（根拠法令等） 効性及び安全性の確保等に関する法律（薬機法））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各家畜保健衛生所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（薬機法）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 ■ （ 健康状態、障害の程度 ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（施設 ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 動物用医薬品等販売業許可申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 飼育動物診療施設等の届出事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 飼育動物診療施設等の把握（獣医療法）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各家畜保健衛生所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 飼育動物診療施設等の開設者

個人情報の対象者 飼育動物診療施設等の開設者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（施設）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 飼育動物診療施設開設届

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 家畜人工授精師免許証交付事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 家畜人工授精師免許証交付の適法性

（根拠法令等） （家畜改良増殖法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各家畜保健衛生所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の ■ 法令等（家畜改良増殖法 ）

人 原因となるおそ □人種・民族 ■ 犯罪歴 ■後見登記 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 ■ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 家畜人工授精師等に関する事務

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 家畜伝染病検査事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 家畜伝染病の発生予防

（根拠法令等） （家畜伝染病予防法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各家畜保健衛生所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 家畜飼養者

個人情報の対象者 家畜飼養者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助

■ 家畜の飼養頭羽数 ■ 施設の概要

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 家畜伝染病検査事務・家畜伝染性疾病立入検査

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成１６年４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 死亡牛の届出・検査事務 （ １枚中 １枚）

９６カ月齢以上の死亡した牛及び特定症状を示す全月例の死亡牛、歩

個人情報取扱事務の目的 行困難、起立不能等であった４８カ月齢以上で死亡した牛の届出及び検

（根拠法令等） 査事務

（牛海綿状脳症対策特別措置法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各家畜保健衛生所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 獣医師、死亡した牛の所有者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 死亡牛届出書、ＢＳＥ検査事務

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成１６年４月 １日 開始(変更)年月日 平成１６年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 家畜伝染病予防法第５２条報告徴求事務 （ １枚中 １枚）

高病原性鳥インフルエンザの早期発見とまん延防止

個人情報取扱事務の目的 （家畜伝染病予防法）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各家畜保健衛生所

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 鶏を１００羽以上飼育する者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 報告徴求

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成２１年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県比内地鶏ブランド認証事務 （ １枚中 １枚）

秋田県比内地鶏ブランド認証制度による認証事務

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 畜産振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 認証申請者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名：ＣＤ ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 認証申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 種畜検査事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 種畜検査計画作成、検査証明書の交付

（根拠法令等） （家畜改良増殖法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 畜産振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 検査申請者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 検査申請者、種畜証明書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成１５年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 家畜個体識別登録事務 （ １枚中 １枚）

家畜個体識別番号による牛の出生・移動状況の把握

個人情報取扱事務の目的 （牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法）

（根拠法令等） （牛海綿状脳症対策特別措置法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 畜産振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 牛の飼育者

個人情報の対象者 牛の飼育者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の □ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：ハードディスク ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 家畜個体識別登録届

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成２９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 民間家畜防疫員任命事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 民間家畜防疫員の任命（家畜伝染病予防法）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各家畜保健衛生所・畜産振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 民間家畜防疫員受諾者

個人情報の対象者 家畜防疫員受諾者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■（顔写真）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 民間家畜防疫員推薦書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成２９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 獣医師職員採用試験事務（ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 獣医師職員の採用

（根拠法令等） （地方公務員法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 畜産振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受験者

個人情報の対象者 受験者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（顔写真）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 ■ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 採用選考受験申込書

されている主な 職員採用履歴調書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成２９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県獣医学生修学資金貸付事務 （２枚中１枚）

個人情報取扱事務の目的 秋田県獣医学生修学資金の貸付（秋田県獣医学生修学資金貸与条例）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 畜産振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、連帯保証人

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 ■（顔写真）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 ■ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 ■ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県獣医師修学資金応募書

されている主な 修学資金貸与申請書

行政文書の名称



- 26 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成２９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県獣医学生修学資金貸付事務 （２枚中２枚）

個人情報取扱事務の目的 秋田県獣医学生修学資金の貸付（秋田県獣医学生修学資金貸与条例）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 畜産振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、連帯保証人

個人情報の対象者 連帯保証人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 修学資金貸与申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 畜産振興課組織の名称

登録年月日 平成２９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県獣医学生インターンシップ受入事務 （１枚中１枚）

個人情報取扱事務の目的 秋田県獣医学生インターンシップ実習生の受入

（根拠法令等） （秋田県獣医学生インターンシップ事業実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 畜産振興課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 実習生

個人情報の対象者 実習生

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 ■（顔写真）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 学生実習生調書

行政文書の名称



農地整備課
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 農地整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ８月 １日

個人情報取扱事務の名称 工事入札、契約事務 （２枚中１枚）

農業農村整備事業請負工事の発注、契約事務の適正な執行により、農

個人情報取扱事務の目的 業農村の基盤整備を図り、生産性の高い農業の確立を目指す。

（根拠法令等） （秋田県財務規則、秋田県建設工事入札・契約関係事務提要）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課、農地整備課、各地域振興局総務企画部・農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

（ ） 、 （ ） 、 、 （ ）個人情報の対象者の区分 閲覧 貸出 申請者 入札 委任 参加者 現場代理人 主任 監理

技術者

個人情報の対象者 閲覧（貸出）申請者、入札（委任）参加者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：秋田県公共事業執行

処 理 形 態 管理システム）

（ ）オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 閲覧（貸出）申請書

されている主な 入札状

行政文書の名称 委任状
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 農地整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ８月 １日

個人情報取扱事務の名称 工事入札、契約事務 （２枚中２枚）

農業農村整備事業請負工事の発注、契約事務の適正な執行により、農

個人情報取扱事務の目的 業農村の基盤整備を図り、生産性の高い農業の確立を目指す。

（ 、 、 ）（根拠法令等） 建設業法 秋田県財務規則 秋田県建設工事入札・契約関係事務提要

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課、農地整備課、各地域振興局総務企画部・農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

（ ） 、 （ ） 、 、 （ ）個人情報の対象者の区分 閲覧 貸出 申請者 入札 委任 参加者 現場代理人 主任 監理

技術者

個人情報の対象者 現場代理人、主任（監理）技術者、施工管理背人者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：秋田県公共事業執行

処 理 形 態 管理システム）

（ ）オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 現場代理人主任（監理）技術者選任届

されている主な 施工管理責任者選任届

行政文書の名称 経歴書
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 農地整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ８月 １日

個人情報取扱事務の名称 委託入札、契約事務 （３枚中１枚）

農業農村整備事業推進のため、業務委託をする。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等） （秋田県財務規則、秋田県建設工事入札・契約事務提要、農業農村整備

事業総合評価落札方式（業務方針）に係る試行要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課、農地整備課、各地域振興局総務企画部・農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 閲覧（貸出）申請者、入札（委任）参加者、監理（照査）責任者、打ち

合わせ参加者、調査報告者、分析責任者

個人情報の対象者 閲覧（貸出）申請者、入札（委任）参加者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 閲覧申請書

されている主な 入札書

行政文書の名称 委任状
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 農地整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ８月 １日

個人情報取扱事務の名称 委託入札、契約事務 （３枚中２枚）

農業農村整備事業推進のため、業務委託をする。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等） （秋田県財務規則、秋田県建設工事入札・契約事務提要、農業農村整備

事業総合評価落札方式（業務方針）に係る試行要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課、農地整備課、各地域振興局総務企画部・農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 閲覧（貸出）申請者、入札（委任）参加者、管理（照査）責任者、打ち

合わせ参加者、調査報告者、分析責任者

個人情報の対象者 管理（照査）責任者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第１号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 管理技術者・照査技術者選任届

されている主な 管理技術者・照査技術者経歴書

行政文書の名称 照査報告書
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 農地整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ８月 １日

個人情報取扱事務の名称 委託入札、契約事務 （３枚中３枚）

農業農村整備事業推進のため、業務委託をする。

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等） （秋田県財務規則、秋田県建設工事入札・契約事務提要、農業農村整備

事業総合評価落札方式（業務方針）に係る試行要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農林政策課、農地整備課、各地域振興局総務企画部・農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 閲覧（貸出）申請者、入札（委任）参加者、監理（照査）責任者、打

ち合わせ参加者、調査報告者、分析責任者

個人情報の対象者 打ち合わせ参加者、調査報告者、分析責任者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 業務打ち合わせ簿

されている主な 調査報告書

行政文書の名称 分析結果報告書
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農地整備課組織の名称

登録年月日 平１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 農地及び農業用施設災害復旧事業費補助率増高申請事務 １枚中１枚

災害により被災を受けた農地及び農業用施設に係る災害復旧事業費

個人情報取扱事務の目的 について、国庫補助率の適用申請をする。

（根拠法令等） （農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律

第３条等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農地整備課、農林政策課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 耕作者

個人情報の対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 ■ 被災地

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 農地整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 民事調停事務 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 土地改良事業に関する民事調停が申し立てされ相手方となった場合

（根拠法令等） の調停事務（民事調停法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農地整備課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 調停申込者

個人情報の対象者 調停申込者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 民事調停申立書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農地整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 土地改良区の賦課金等の滞納処分認可事務 （１枚中１枚）

、 。個人情報取扱事務の目的 土地改良区が未納賦課金徴収のため 知事の認可を受け滞納処分を行う

（根拠法令等） （土地改良法第３９条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 滞納組合員

個人情報の対象者 滞納組合員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■滞納状況8
（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 滞納処分認可申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農地整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

（ 、 ） （ ）個人情報取扱事務の名称 土地改良区の検査事務 大臣 知事 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 土地改良区の事務及び事業等に関しての検査事務

（根拠法令等） （土地改良法第１３２条、１３３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農地整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 土地改良区の役員、職員、組合員

個人情報の対象者 土地改良区の役員、職員、組合員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 土地改良区検査における事前提出資料等

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農地整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

（ ） （ ）個人情報取扱事務の名称 土地改良区の検査事務 知事 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 土地改良区の事務及び事業等に関しての検査事務

（根拠法令等） （土地改良法第１３２条、１３３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 土地改良区の役員、職員、組合員

個人情報の対象者 土地改良区の役員、職員、組合員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 土地改良区検査における事前提出資料等

行政文書の名称



- 11 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農地整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 国営土地改良事業施行事務 （１枚中１枚）

個人情報取扱事務の目的 土地改良法第３条における資格を有する１５人以上の者が、国または

（根拠法令等） 県に土地改良事業を施行すべきことを申請する。

（土地改良法第８５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農地整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請同意者

個人情報の対象者 申請者、申請同意者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 国営土地改良事業施行申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農地整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 国県営土地改良事業施行事務 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 土地改良法第３条における資格を有する１５人以上の者が、国または

（根拠法令等） 県に土地改良事業を施行すべきことを申請する。

（土地改良法第８５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請同意者

個人情報の対象者 申請者、申請同意者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 国営土地改良事業施行申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 農地整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 県土地改良功労表彰事務 （１枚中１枚）

個人情報取扱事務の目的 土地改良事業に永年の功績のあった者を知事が表彰する。

（根拠法令等） （秋田県表彰規則第４条、秋田県土地改良功労表彰実施要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農地整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被表彰候補者

個人情報の対象者 被表彰候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 ■ 有 委託の内容：功績内容の調書作成

の 委 託 □ 無

個人情報が記録

されている主な 表彰候補者の功績調書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農地整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 農林漁業金融公庫貸付対象事業審査事務 （１枚中１枚）

個人情報取扱事務の目的 ほ場整備事業等による受益者負担金に関して、借入申込者が申請した

（根拠法令等） 農林漁業金融公庫農業基盤整備資金の融資審査事務。

（調査委嘱規則（農林）第２条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 借入申込者

個人情報の対象者 借入申込者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 農業基盤整備資金貸付対象事業調書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農地整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 団体営等土地改良事業施行認可事務 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 土地改良区、３条資格者等が知事の認可を受け（市町村においては知

（根拠法令等） 事への報告 、土地改良事業を施行する。）

（土地改良法第４８条、９５条、９６条の２）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請同意者

個人情報の対象者 申請者、申請同意者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 土地改良事業施行認可申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農地整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ７月 ７日

（ ）個人情報取扱事務の名称 土地改良区設立認可事務 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 土地改良法３条資格を有する者が知事の認可を受け、土地改良区を設

（根拠法令等） 立する。

（土地改良法第１０条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者、申請同意者

個人情報の対象者 申請者、申請同意者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 土地改良区設立申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農地整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 交換分合計画認可事務 （１枚中１枚）

交換分合計画（一定地域内の複数権利者間で農用地等に関する権利を

個人情報取扱事務の目的 同時に互いに他人に移転させることで農用地の集団化を行う事業の計

（根拠法令等） 画）を認可する事務

（土地改良法第９８条、９９条、１００条、１００条の２）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 交換分合計画に係る土地の権利者

個人情報の対象者 交換分合計画に係る土地の権利者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７・８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 交換分合計画書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農地整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 地区担当換地士選任事務 １枚中１枚

換地を伴う県営土地改良事業において、換地業務のより一層の適正化

個人情報取扱事務の目的 及びその推進の円滑化を図るために地区担当の換地士を選任する事務

（根拠法令等） （換地業務における土地改良換地士の関与の範囲の拡大について（農林

水産省構造改善局長通知）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 地区担当換地士

個人情報の対象者 地区担当換地士

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 選任通知書

行政文書の名称



- 19 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 農地整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 換地訴訟事務 １枚中１枚

換地に関する訴訟を提起された場合に対応する事務

個人情報取扱事務の目的 （行政事件訴訟法、民事訴訟法）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農地整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 訴訟の原告

個人情報の対象者 訴訟の原告

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７・８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 訴訟

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 農地整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 換地事務 （１枚中１枚）

換地を伴う県営土地改良事業における換地処分事務及び団体営土地改

個人情報取扱事務の目的 良事業における換地計画の認可事務

（根拠法令等） （土地改良法８９条の２、５２条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 換地計画に係る土地の権利者

個人情報の対象者 換地計画に係る土地の権利者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７・８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 換地計画書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 農地整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 用地・補償事務 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 県営土地改良事業の施行に伴い、必要とする土地等の取得又は使用

（根拠法令等） 及びこれに伴う損失の補償を行う。

（土地改良事業用地事務取扱要領他）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 関係土地の所有者、関係土地の隣接地権利者

個人情報の対象者 関係土地の所有者、関係土地の隣接地権利者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（■マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録 媒体･システム名：用地管理システム

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：登記嘱託事務、補償費積算関連業務委託、用地

の 委 託 取得業務委託 ）

□ 無

個人情報が記録 境界確認図、各種契約書、用地・補償台帳、土地調書、確認調書、相続関係

されている主な 説明図等、登記嘱託署、登記承諾書、公共事業用資産の買取等証明書、補償

行政文書の名称 費積算業務委託成果品等
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 農地整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

（ ）個人情報取扱事務の名称 換地異議処理事務 １枚中１枚

換地を伴う県営土地改良事業において、換地計画又は一時利用地の指

個人情報取扱事務の目的 定に対する審査請求があった場合に決定を行う事務

（根拠法令等） （土地改良法５２条の３、８９条の２、行政不服審査法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部、農地整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 審査請求者

個人情報の対象者 異議申出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７・８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 審査請求書、弁明書

行政文書の名称



- 23 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 農地整備課組織の名称

登録年月日 平成１７年 ６月３０日 開始(変更)年月日 平成１７年 ６月３０日

個人情報取扱事務の名称 土地改良事業地区営農推進功労者表彰事務 （ １枚中 １枚）

土地改良事業地区における農業経営の早期安定と土地改良事業の円滑

個人情報取扱事務の目的 な推進に資するため、営農推進への積極的な取組の成果をとりまとめ、

（根拠法令等） 国に対して推薦を行う。

（東北農政局土地改良事業地区営農推進功労者表彰実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 農地整備課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 推薦される農業者（団体）

個人情報の対象者 推薦される農業者（団体）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 東北農政局土地改良事業地区営農推進功労者表彰推薦調書

行政文書の名称



水産漁港課



- 1 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 水産漁港課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田県船舶職員採用選考事務 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 水産関係試験研究調査指導船又は漁業取締船の船舶職員として適任の採

（根拠法令等） 用候補者を選考するため

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水産漁港課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受験者、合格者

個人情報の対象者 受験者、合格者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 ■ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の ■ 法令等 人事委員会規則

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 ■ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 ■ （健康状態）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）■ 成績・評価 □ 所属団体 ■ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田県船舶職員採用試験受験申込書

されている主な

行政文書の名称



- 2 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 水産漁港課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 漁港区域内における水域及び公共空地の占用等許可事務 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 漁港の保全 （漁港漁場整備法第３９条）。

（根拠法令等） 漁港区域内の水面若しくは土地の占用等の許可申請等

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 山本地域振興局、秋田地域振興局、由利地域振興局

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 漁港区域内水面（土地）の占用許可申請書

されている主な 漁港占用台帳

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 水産漁港課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 漁港施設の占用等許可事務 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 漁港施設の保護及び施設利用の増進と保全。

（根拠法令等） （秋田県漁港管理条例第１１条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 山本地域振興局、秋田地域振興局、由利地域振興局

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 漁港施設占用許可申請書

されている主な 漁港占用台帳

行政文書の名称



- 4 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 水産漁港課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 海岸保全区域の占用等許可事務 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 海岸の保全 （海岸法第７条等）。

（根拠法令等） 海岸保全区域の土地の占用等に係る許可申請書

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 山本地域振興局、秋田地域振興局、由利地域振興局

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 漁港区域内水面（土地）の占用許可申請書

されている主な 漁港占用台帳

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 水産漁港課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 漁港施設の使用等許可事務 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 漁港施設利用秩序の維持と適正利用の推進。

（根拠法令等） （秋田県漁港管理条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 山本地域振興局、秋田地域振興局、由利地域振興局

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）■ 法人その他の団体 ■ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 漁港施設使用許可申請書

されている主な 漁港施設使用者台帳

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 水産漁港課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成３０年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 秋田の漁業人材育成総合対策事業 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 研修希望者等の適格性を判断する資料とするため。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水産漁港課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 研修申込者

個人情報の対象者 研修申込者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 ■ （健康状態）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 秋田の漁業担い手定着支援事業の研修申込書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 水産漁港課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 漁業士育成事業 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 県内漁業者の中枢となる漁業士を育成しているが、認定にあたって認定

（根拠法令等） 要件や適格性を把握するため、個人情報を訳した申請書の提出を求めて

いる。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水産漁港課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 漁業士認定申請者

個人情報の対象者 漁業士認定申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 心 身 の 状 況 ■ （健康状態）5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 ■ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □

財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（所有海船）8
（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 漁業士認定申請書

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 水産漁港課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 漁業権免許事務 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 漁業法にもとづき、漁業権免許に係る免許権者等に関する情報を取り扱

（根拠法令等） う。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水産漁港課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 免許権者

個人情報の対象者 免許権者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 漁業権漁業

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 水産漁港課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ） （ ）個人情報取扱事務の名称 漁業の許可に関する事務 海面 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 秋田県漁業調整規則にもとづき、漁業許可申請者に関する情報事務を取

（根拠法令等） り扱う。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水産漁港課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 漁業許可申請者

個人情報の対象者 漁業許可申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 知事許可漁業

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 水産漁港課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ） （ ）個人情報取扱事務の名称 漁業の許可に関する事務 八郎湖 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 秋田県八郎湖漁業調整規則にもとづき、漁業許可申請者に関する情報事

（根拠法令等） 務を取り扱う。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水産漁港課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 漁業許可申請者

個人情報の対象者 漁業許可申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 八郎湖許可漁業

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 水産漁港課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２２年４月１日

（ ） （ ）個人情報取扱事務の名称 採捕の許可に関する事務 内水面 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 秋田県内水面漁業調整規則にもとづき、採捕許可申請者に関する情報事

（根拠法令等） 務を取り扱う。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水産漁港課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 採捕許可申請者

個人情報の対象者 採捕許可申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 知事許可採捕

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 水産漁港課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成２２年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 水産動植物の特別採捕の許可に関する事務 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 秋田県内水面漁業調整規則にもとづき、特別採捕許可申請者に関する情

（根拠法令等） 報事務を取り扱う。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水産漁港課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 特別採捕許可申請者

個人情報の対象者 特別採捕許可申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 知事許可特別採捕

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 水産漁港課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 漁船登録事務 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 漁船法にもとづき、登録事務に係る漁船登録申請者の情報事務を取り扱

（根拠法令等） う。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水産漁港課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 漁船登録申請者

個人情報の対象者 漁船登録申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 漁船登録原簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 水産漁港課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 漁船建造・改造・転用許可に関する事務 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 漁船法にもとづき、漁船建造等に係る、申請者に関する情報事務を取り

（根拠法令等） 扱う。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水産漁港課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 許可申請者

個人情報の対象者 許可申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 漁船建造等許可申請

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 水産漁港課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１３年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 行政処分に関する事務 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 漁業法、漁業調整規則にもとづき、行政処分に係る、対象処分者に関す

（根拠法令等） る情報事務を取り扱う。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水産漁港課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 漁業違反者

個人情報の対象者 漁業違反者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）■ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 行政処分に関する綴り

されている主な

行政文書の名称



- 16 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 水産漁港課組織の名称

登録年月日 平成１３年４月１日 開始(変更)年月日 平成１７年４月１日

（ ）個人情報取扱事務の名称 遊漁船業登録事務 １枚中１枚

個人情報取扱事務の目的 遊漁船業の適正化に関する法律にもとづき、遊漁船業者登録に関する情

（根拠法令等） 報事務を取り扱う。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 水産漁港課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 遊漁船業者

個人情報の対象者 遊漁船業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー ）□ 本籍・国籍）

（ ）■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

（ ）個 3社 会的差別の □ 法令等

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

（ ）録 心 身 の 状 況 □5
項 ( 又は に該2 3
目 当するものを除

く。)

（ ）6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □

社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰7
（ ）□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □

（ ）8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □

（ ）9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

（ ）□ 法人その他の団体 □ 個人 □

（ ）個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録 媒体･システム名：

（ ）処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有 システム名称：

■ 無

（ ）指定管理者が扱う □ 有 事務の内容：

個人情報取扱事務 ■ 無

（ ）個人情報取扱事務 □ 有 委託の内容：

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 遊漁船業者登録

されている主な

行政文書の名称



林業木材産業課



- 1 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 林業木材産業課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森林組合知事表彰 （１枚中１枚）

森林組合の経営功労者に対し表彰し、森林・林業の普及を図る。

個人情報取扱事務の目的 （秋田県表彰規則）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被表彰者

個人情報の対象者 被表彰者（森林組合）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 表彰申請

行政文書の名称



- 2 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 林業木材産業課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 補助金交付事務 （１枚中１枚）

個人情報取扱事務の目的 事務・事業の円滑な推進を図るため補助金を交付する。

（根拠法令等） （秋田県林業関係補助金等交付要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 補助金交付者、補助対象者

個人情報の対象者 補助金交付者、補助対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 ■ 納税状況 □ 公的扶助 ■（支出）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 補助金交付申請書

行政文書の名称



- 3 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 林業木材産業課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 貸付金事業 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 事務・事業の円滑な推進を図るため資金を貸付する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 連帯保証人

個人情報の対象者 連帯保証人

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 森林組合事業振興資金

行政文書の名称



- 4 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 林業木材産業課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森林組合・生産森林組合指導事務 （ １枚中 １枚）

業務状況報告として総会資料等の提出を求めており、森林組合指導監

個人情報取扱事務の目的 督の資料としている。

（根拠法令等） （森林組合法第１１０条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 総会発言者等

個人情報の対象者 総会発言者等

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 総会及び総代会終了届

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 林業木材産業課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 県森連指導事務 （ ２枚中１枚）

業務状況報告として総会資料等の提出を求めており、県森連指導監督

個人情報取扱事務の目的 の資料としている。

（根拠法令等） （森林組合法第１１０条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 総会発言者、職員

個人情報の対象者 総会発言者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 総会終了届

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 林業木材産業課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 県森連指導事務 （ ２枚中 ２枚）

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 総会発言者、職員

個人情報の対象者 職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 業務状況報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 林業木材産業課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森林組合・生産森林組合設立認可 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 森林組合法に基づく森林組合等の設立認可。

（根拠法令等） （森林組合法第７９条））

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 総会発言者

個人情報の対象者 総会発言者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 林業木材産業課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森林組合・生産森林組合定款変更認可 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 森林組合法に基づく森林組合等の定款変更認可

（根拠法令等） （森林組合法第７９条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 総会発言者

個人情報の対象者 総会発言者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 定款変更認可申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 林業木材産業課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 公益財団法人秋田県木材加工推進機構 （ ２枚中 １枚）

木材の加工及び利用に関する技術の指導及び普及、木材商品開発情報

個人情報取扱事務の目的 の収集及び提供、並びに開発商品の性能評価及び試験等による高付加価

（根拠法令等） 値木材商品開発への支援を行うことにより、本県木材産業の振興発展を

図る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 出捐者、役員

個人情報の対象者 出捐者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 出捐団体名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 林業木材産業課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 公益財団法人秋田県木材加工推進機構 （ ２枚中 ２枚）

個人情報取扱事務の目的 事業報告等に係る提出

（根拠法令等） （公益社団法人及び公益財団法人の認定に関する法律）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 出捐者、役員

個人情報の対象者 役員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：公益法人 POSS ）
処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：公益法人 POSS ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 役員等名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 林業木材産業課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 流域林業活性化センター関係事務 （ １枚中 １枚）

国有林と民有林が一体となって、地域の特性を生かした産地特性を確

個人情報取扱事務の目的 立し、今後の木材需給の主体となる民有林において、効率的・計画的な

（根拠法令等） 地域林業を推進できる機構を整備運営する。

（流域林業活性化推進事業等の運営について）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 会員

個人情報の対象者 会員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第５号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 流域林業活性化センター会員名簿（米代川、雄物川、子吉川）

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 林業木材産業課組織の名称

登録年月日 平成１５年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林業・木材産業関係施設整備事業 （ １枚中 １枚）

望ましい木材構造を実現させるための対策として、林業施業集約化を

個人情報取扱事務の目的 図り、林業生産施設のほか、木材産業の構造改革の推進に向けて木材加

（根拠法令等） 工流通施設等の整備を総合的に実現するため、林業・木材産業構造改革

計画書を樹立する。 （森林・林業基本法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 計画承認申請書、森林所有者

個人情報の対象者 計画承認申請書、森林所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

住所 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（

）

個 2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

人 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

情 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

報 れのある個人情報 ２項該当）

の 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

記 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

録 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

項 5心 身 の 状 況 □ （ ）
目 (2 又は 3 に該

当するものを除
く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 林業・木材産業構造改革計画書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 林業木材産業課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県県産木材利用推進功労者表彰 （ １枚中 １枚）

県産木材の利用推進に関する実践活動が外の模範となる個人又は団体

個人情報取扱事務の目的 を表彰し、その活動事例を広く県民に紹介することにより、一層の県産

（根拠法令等） 木材の利用及び普及を推進する。

（秋田県県産木材利用推進功労者表彰要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被表彰者

個人情報の対象者 被表彰者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 県産木材利用促進表彰推薦調書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業木材産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （農林政策課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森林取得資金適格認定事務 （ １枚中 １枚）

日本政策金融公庫貸付対象事業について調査を行い、公庫業務の適正

個人情報取扱事務の目的 かつ円滑な運営を図る。

（根拠法令等） （森林取得資金融通取扱要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 ■ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 森林取得資金適格認定申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業木材産業課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （農林政策課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林業経営改善計画、合理化計画認定事務 （ １枚中 １枚）

林業経営改善計画及び合理化計画の認定・指導することにより、森林

個人情報取扱事務の目的 所有者の林業経営の改善・合理化の促進を図る。

（根拠法令等） （林業経営基盤の強化等の促進のための資金の融通等に関する暫定措

置法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 林業経営改善計画認定申請書

されている主な 合理化計画認定申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業木材産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 (森林整備課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 県営林に係る分収金の交付 （ １枚中 １枚）

県営林の収益の一部を分収造林契約に基づき契約者に交付する必要が

個人情報取扱事務の目的 あるため。

（根拠法令等） （財務規則、県営林に関する条例、同施行規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 分収交付金受理者（分収造林契約者及び保護契約者）

個人情報の対象者 分収交付金受理者（分収造林契約者及び保護契約者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 県営林分収金交付先、分収金交付通知、県営林分収金交付調書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業木材産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （森林整備課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 県営林の立木処分等 （ ２枚中 １枚）

県営林経営計画に基づき収穫事業（立木処分）を実施し、県営林の管

個人情報取扱事務の目的 理に要する財源を確保するとともに、地域林業の振興に寄与する。

（根拠法令等） また、県営林の財源管理上行われる処分等業務を適正に行うため。

（財務規則、県営林に関する条例、同施行規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 入札参加者、買受人（売買契約者）

個人情報の対象者 入札参加者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■（入札額）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 入札及び契約保証金免除申請書、入札書、入札執行結果一覧表、

されている主な 入札参加者出席者名簿、県営林入札結果一覧表

行政文書の名称



- 18 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業木材産業課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （森林整備課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 県営林の立木処分等 （ ２枚中 ２枚）

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 入札参加者、買受人（売買契約者）

個人情報の対象者 買受人（売買契約者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 売買契約書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業木材産業課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （森林整備課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 県行造林契約解除・変更契約 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 公有財産である県営林を適正に管理するため

（根拠法令等） （県営林に関する条例、同施行規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 分収造林契約者及び保護契約者

個人情報の対象者 分収造林契約者及び保護契約者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 県行造林契約解除申請書、契約解除証書、承諾書、

されている主な 県行造林変更解約申請書、県行造林変更契約書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業木材産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （森林整備課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 造林事業費補助金返還 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 造林事業費補助金の返還及び返還の免除

（根拠法令等） （秋田県林業関係補助金等交付要綱、秋田県造林補助事業実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 造林事業費補助金を受領した森林所有者

個人情報の対象者 造林事業費補助金を受領した森林所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 造林事業費補助金の返還について

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業木材産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （森林整備課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 造林補助金交付事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 造林補助事業における補助金の交付

（根拠法令等） （秋田県林業関係補助金等交付要綱、秋田県造林補助事業実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 造林事業費補助金の交付対象森林所有者

個人情報の対象者 造林事業費補助金の交付対象森林所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 造林補助事業補助調書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業木材産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 (森林整備課から移管)

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林業用種苗生産事業者登録 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 林業用種苗生産事業者として登録するため。

（根拠法令等） （林業種苗法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 林業用種苗生産事業者

個人情報の対象者 林業用種苗生産事業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 生産事業者登録簿

行政文書の名称



- 23 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業木材産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （森林整備課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林業用種苗生産事業者講習会修了者台帳 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 林業用種苗生産事業者講習会の修了者を確認するための名簿

（根拠法令等） （林業種苗法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 林業用種苗生産事業者（同講習会修了者）

個人情報の対象者 林業用種苗生産事業者（同講習会修了者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 生産事業者講習会修了者台帳

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業木材産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （森林整備課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 種苗生産事業者登録台帳 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 講習会を受講し、登録をした種苗生産事業者を確認するため

（根拠法令等） （林業種苗法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 林業用種苗生産事業者

個人情報の対象者 林業用種苗生産事業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 種苗生産事業者登録

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業木材産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （森林整備課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林業用種苗配布事業者届出台帳 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 苗木等の配布を行う旨の届け出をした者を確認するため。

（根拠法令等） （林業種苗法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 林業用種苗配布事業者

個人情報の対象者 林業用種苗配布事業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 配布事業者届出簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業木材産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （森林整備課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林業用種苗生産事業者登録証書換・再交付 （ １枚中 １枚）

林業用種苗生産事業者登録証の記載事項に変更があった場合等の書換

個人情報取扱事務の目的 等の事務

（根拠法令等） (林業種苗法)

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 林業用種苗生産事業者

個人情報の対象者 林業用種苗生産事業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 登録証の書換について

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業木材産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （森林整備課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林業用種苗生産事業者登録抹消 （ １枚中 １枚）

林業用種苗生産事業の廃業又は生産事業者の死亡に伴う生産事業者登

個人情報取扱事務の目的 録の抹消

（根拠法令等） （林業種苗法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 林業用種苗生産事業者

個人情報の対象者 林業用種苗生産事業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 生産事業者登録の抹消について

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業木材産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （森林整備課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 山林種苗等生産事業功労者表彰 （ ２枚中 １枚）

全国山林種苗協同組合連合会が実施する、山林種苗等生産事業功労者

個人情報取扱事務の目的 の推薦、受賞者の報告

（根拠法令等） （山林種苗等生産事業功労者表彰規程）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 候補者、受賞者

個人情報の対象者 候補者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰

■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 山林種苗等生産事業功労者候補の推薦について

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業木材産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （森林整備課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 山林種苗等生産事業功労者表彰 （ ２枚中 １枚）

全国山林種苗協同組合連合会が実施する、山林種苗等生産事業功労者

個人情報取扱事務の目的 の推薦、受賞者の報告

（根拠法令等） （山林種苗等生産事業功労者表彰規程）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 候補者、受賞者

個人情報の対象者 受賞者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 山林種苗等生産事業功労者の決定について

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業木材産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （森林整備課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 種苗品評会 （ ２枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 優良種苗の生産及び苗は田経営の改善向上を目的とした品評会

（根拠法令等） （全国山林種苗品評会実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 出品者、受賞者

個人情報の対象者 出品者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰

■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 全国種苗品評会の第一次審査について

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業木材産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （森林整備課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 種苗品評会 （ ２枚中 ２枚）

個人情報取扱事務の目的

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 出品者、受賞者

個人情報の対象者 受賞者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 全国種苗品評会の審査結果について

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業木材産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （森林整備課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２４年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 苗畑実態調査 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 県内における林業用種苗生産事業者の幼苗及び苗木の調査

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 林業用種苗生産事業者

個人情報の対象者 林業用種苗生産事業者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な （苗畑実態調査）完了届

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 林業木材産業課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 (森林整備課から移管)

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２８年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 公益財団法人秋田県林業公社 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 事業報告等に係る提出

（根拠法令等） （公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 公益財団法人秋田県林業公社の役員

個人情報の対象者 評議員、理事、監事

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：公益法人 POSS ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：公益法人 POSS ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 役員等名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 林業木材産業課組織の名称

登録年月日 平成２６年 ３月２５日 開始(変更)年月日 平成２６年 ３月２５日

個人情報取扱事務の名称 公益社団法人秋田県林業育成協会 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 事業報告等に係る提出

（根拠法令等） （公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 公益社団法人秋田県林業育成協会の役員

個人情報の対象者 役員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：公益法人 POSS ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 ■ 有（システム名称：公益法人 POSS ）

□ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 役員等名簿

行政文書の名称



- 35 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 林業木材産業課組織の名称

登録年月日 平成２７年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成３１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 ウッドファーストなあきたの住まいづくり促進事業（ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 あきたの住まいづくり促進事業の交付決定のため

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業木材産業課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な ポイント交付申請書

行政文書の名称



森林整備課



- 1 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 全国育樹祭 （ １枚中 １枚）

毎年春季に開催される全国植樹祭とともに、国民的な緑の二大行事

個人情報取扱事務の目的 として、全国からの参加者による育樹作業と、活力ある森林造成のため、

（根拠法令等） 各県持ち回りで開催される。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 招待者

個人情報の対象者 招待者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 ■ （車いす ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： エクセル ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 全国育樹祭招待者名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 緑の少年団全国集会 （ １枚中 １枚）

全国の緑の少年団が一堂に会し、自然の中での学習や共同生活を通じ

個人情報取扱事務の目的 て、心豊かな人間性を持つ健康で明るい社会人の育成を図る。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 参加者

個人情報の対象者 参加者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：エクセル ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 参加申込者

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 緑化木調査 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 県内における緑化樹木の生産・出荷の実態を把握し、生産指導並びに

（根拠法令等） 需要の円滑化に資するため実施する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 生産者

個人情報の対象者 生産者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：エクセル ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 緑化樹木調査報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 緑化推進委員会 （ ２枚中 １枚）

国民が行う森林整備等に係る自発的な活動等の円滑化を図り、もって

個人情報取扱事務の目的 我が国における森林の整備及び緑化の推進並びにこれらに係る国際協力

（根拠法令等） の推進に資する。

（緑の募金による森林整備等の推進に関する法律）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 表彰者、職員

個人情報の対象者 表彰者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：エクセル ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 表彰者名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 緑化推進委員会 （ ２枚中 ２枚）

国民が行う森林整備等に係る自発的な活動等の円滑化を図り、もって

個人情報取扱事務の目的 我が国における森林の整備及び緑化の推進並びにこれらに係る国際協力

（根拠法令等） の推進に資する。

（緑の募金による森林整備等の推進に関する法律）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 表彰者、職員

個人情報の対象者 職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（雇用年月日 ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第２号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：エクセル ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 賃金台帳

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森林ボランティア （ ２枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 森林の造成や緑化の推進を図るため、森林ボランティアの育成を図る

（根拠法令等） などにより、国民参加の森林作りを行う。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 研修者、参加者

個人情報の対象者 研修者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■電磁的記録（媒体･システム名：エクセル ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な グリーンボランティア研修者名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森林ボランティア （ ２枚中 ２枚）

個人情報取扱事務の目的 森林の造成や緑化の推進を図るため、森林ボランティアの育成を図る

（根拠法令等） などにより、国民参加の森林作りを行う。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 研修者、参加者

個人情報の対象者 参加者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■電磁的記録（媒体･システム名：エクセル ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 技術体験の森林づくり事業参加者名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 県民の森」、「立県百年記念の山」管理員委嘱 （ １枚中 １枚）

「県民の森」、「立県百年記念の山」の保護管理を適正に行う管理員

個人情報取扱事務の目的 を設置するため。

（根拠法令等） （「県民の森」及び「立県百年記念の山」に係る県営林巡視員設置要領

の運用について）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 「県民の森」、「立県百年記念の山」管理員（非常勤嘱託職員）

個人情報の対象者 「県民の森」、「立県百年記念の山」管理員（非常勤嘱託職員）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名： エクセル ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 管理員推薦書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１８年 ５月２９日 開始(変更)年月日 平成１７年 ９月２６日

個人情報取扱事務の名称 秋田県「水と緑」の協議会委員 （ １枚中 １枚）

秋田県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例の趣旨の実

個人情報取扱事務の目的 現に向け、将来にわたる豊かな「水と緑」に包まれた県土づくりの推進

（根拠法令等） 等に関する県民の広範な意見を聴取するために設置した協議会の運営に

あたり、委員名簿を作成。（秋田県「水と緑」の協議会設置要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 協議会委員

個人情報の対象者 協議会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 ■（インターネット）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：エクセル ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 秋田県「水と緑」の協議会委員名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 □固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 みんなで創る里山保全活動事業 （ １枚中 １枚）

企業・ボランティア等と協働による里山整備の仕組みを作り上げもっ

個人情報取扱事務の目的 てこれらの活動に付帯して派生する様々な利活用を通じて、都市・山村

（根拠法令等） 住民の交流と山村の活性化を促進するため。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 参加者

個人情報の対象者 参加者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：エクセル ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 みんなで創る里山保全活動事業「里山保全ボランティア」名簿

されている主な

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 全国植樹祭 （ １枚中 １枚）

国土緑化運動の中心的行事として、毎年春に天皇皇后両陛下の御臨

個人情報取扱事務の目的 席を仰ぎ、全国から多数の参加者を得て、各県持ち回りで開催される。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 招待者

個人情報の対象者 招待者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：エクセル ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 全国植樹祭招待者名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県緑の交流集会 （ ２枚中 １枚）

全県の「緑の少年団」と公募により参加する児童が、水と緑の保全と

個人情報取扱事務の目的 創造に関する学習を行うとともに、自然の中での共同生活を通じて水と

（根拠法令等） 緑を愛する心を涵養することを目的とする。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 参加者、講師

個人情報の対象者 参加者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：エクセル ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 秋田県緑の交流集会参加者名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県緑の交流集会 （ ２枚中 ２枚）

全県の「緑の少年団」と公募により参加する児童が、水と緑の保全と

個人情報取扱事務の目的 創造に関する学習を行うとともに、自然の中での共同生活を通じて水と

（根拠法令等） 緑を愛する心を涵養することを目的とする。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 参加者、講師

個人情報の対象者 講師

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：エクセル ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 秋田県緑の交流集会参加者名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 水と緑のアドバイザー育成事業 （ ３枚中 １枚）

「秋田県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例」の

個人情報取扱事務の目的 趣旨を周知するための核となる人材である「水と緑のアドバイザー」

（根拠法令等） の育成を図る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 応募者、研修修了者（認定者）、講師

個人情報の対象者 応募者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：エクセル ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 水と緑のアドバイザー研修会申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 水と緑のアドバイザー育成事業 （ ３枚中 ２枚）

「秋田県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例」の

個人情報取扱事務の目的 趣旨を周知するための核となる人材である「水と緑のアドバイザー」

（根拠法令等） の育成を図る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 応募者、研修修了者（認定者）、講師

個人情報の対象者 研修修了者(認定者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：エクセル ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 水と緑のアドバイザー研修会申請書

行政文書の名称



- 16 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 水と緑のアドバイザー育成事業 （ ３枚中 ３枚）

「秋田県ふるさとの森と川と海の保全及び創造に関する条例」の

個人情報取扱事務の目的 趣旨を周知するための核となる人材である「水と緑のアドバイザー」

（根拠法令等） の育成を図る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 応募者、研修修了者（認定者）、講師

個人情報の対象者 講師

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：エクセル ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 水と緑のアドバイザー研修会要領

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１９年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 緑のパートナー推進事業 （ １枚中 １枚）

森林整備活動を希望する県民（緑のパートナー）に、県有広葉樹林を

個人情報取扱事務の目的 開放し、パートナーの自主的な活動により多様な森林を造成するととも

（根拠法令等） に、都市・山村住民の交流と山村の活性化を促進することを目的とする。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 協定締結者

個人情報の対象者 協定締結者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：エクセル ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 緑のパートナー実行簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森の案内人育成講習会 （ ３枚中 １枚）

多様で豊かな森林と快適な環境づくりなどを推進するため、森林・林

個人情報取扱事務の目的 業体験や学習活動を支援する指導的人材となる森の案内人を育成する。

（根拠法令等） （平成１０年度で終了）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受講者、認定者、講師

個人情報の対象者 受講者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 森の案内人育成講習会受講者名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森の案内人育成講習会 （ ３枚中 ２枚）

多様で豊かな森林と快適な環境づくりなどを推進するため、森林・林

個人情報取扱事務の目的 業体験や学習活動を支援する指導的人材となる森の案内人を育成する。

（根拠法令等） （平成１０年度で終了）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受講者、認定者、講師

個人情報の対象者 認定者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

■ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 認定者

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森の案内人育成講習会 （ ３枚中 ３枚）

多様で豊かな森林と快適な環境づくりなどを推進するため、森林・林

個人情報取扱事務の目的 業体験や学習活動を支援する指導的人材となる森の案内人を育成する。

（根拠法令等） （平成１０年度で終了）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受講者、認定者、講師

個人情報の対象者 講師

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 森の案内人日程表

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成２０年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 秋田県水と緑の森づくり基金運営委員会 （ １枚中 １枚）

秋田県水と緑の森づくり基金条例（第８条）

個人情報取扱事務の目的 「秋田県水と緑の森づくり基金」を活用した事業の検討や効果の検証

（根拠法令等） 等について、広く県民の意見を聞くため、「秋田県水と緑の森づくり基

金運営委員会」を設置する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 秋田県水と緑の森づくり基金運営委員会委員

個人情報の対象者 秋田県水と緑の森づくり基金運営委員会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■文書･図画･写真 ■電磁的記録（媒体･システム名：課内ﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸ LAN ）
処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 秋田県水と緑の森づくり基金運営委員会（委員任免関係）

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成２５年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２５年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森づくり運動推進員 （ １枚中 １枚）

秋田県森づくり運動推進員設置要領

個人情報取扱事務の目的 秋田県の豊かな水と緑を育む多様な森づくりや、森林ボランティア等

（根拠法令等） による県民参加の森づくり運動を推進するため、秋田県森づくり運動推

進員を設置する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部森づくり推進課

個人情報の対象者の区分 森づくり運動推進員

個人情報の対象者 森づくり運動推進員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：エクセル ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 森づくり運動推進員名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成２１年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森林環境教育指導者養成事業 （ １枚中 １枚）

森林環境教育指導者養成研修会実施要領（秋田県水と緑の森づくり推進事業）

個人情報取扱事務の目的 県内の小・中学校生等が「森や自然」に親しみ、学び、触れ合う機会

（根拠法令等） の拡充を図るため、小・中学校の教員等を対象に、森林環境教育を実践

するための知識や手法を学ぶ研修会を行う。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 講習会受講者

個人情報の対象者 講習会受講者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：エクセル ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 受講者名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成２１年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２１年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森林ボランティア安全作業リーダー育成事業 （ １枚中 １枚）

森林ボランティア安全作業講習会募集要領（秋田県水と緑の森づくり推進事業）

個人情報取扱事務の目的 水と緑豊かな多様な森づくりの推進や県民意識の醸成を図り森林環境

（根拠法令等） を保全する取組みを進めるため、森林環境に関する知識と技術を有する

地域リーダーを育成する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 講習会受講者

個人情報の対象者 講習会受講者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：エクセル ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 受講者名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 森林整備課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （林業研究研修センターへ移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林業普及指導職員研修事業 （ １枚中 １枚）

林業普及指導職員を対象とした県内外での研修を実施し、林業普及

個人情報取扱事務の目的 指導員の資質向上と森林所有者等への適切な技術知識の普及指導を図

（根拠法令等） る。（林業普及指導事業実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業研究研修センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 講師

個人情報の対象者 講師

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 林業普及指導員全員研修会実施計画書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 森林整備課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （林業研究研修センターへ移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林業従事者等の教育指導研修（指導的林家、林業女子、青少年等）

（ ２枚中 １枚）

林業に従事する者などを対象とした研修を実施し、地域リーダーの育

個人情報取扱事務の目的 成や効率的な林業経営を進め、地域林業の向上・発展を図る。

（根拠法令等） （林業生産流通総合対策事業実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業研究研修センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 講習者、講師

個人情報の対象者 講習会受講者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な はつらつ林業女子名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 森林整備課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （林業研究研修センターへ移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林業従事者等の教育指導研修（指導的林家、林業女子、青少年等）

（ ２枚中 ２枚）

林業に従事する者などを対象とした研修を実施し、地域リーダーの育

個人情報取扱事務の目的 成や効率的な林業経営を進め、地域林業の向上・発展を図る。

（根拠法令等） （林業生産流通総合対策事業実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業研究研修センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 講習者、講師

個人情報の対象者 講師

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 林業普及指導協力員研修会日程表

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 森林整備課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （林業研究研修センターへ移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林業経営コンクール事業 （ ２枚中 １枚）

林業経営及び育林部門のコンクールの実施による優れた事例の発掘や

個人情報取扱事務の目的 優良経営者の全国コンクールの推薦などにより山林経営の技術向上を図

（根拠法令等） る。

（林業経営コンクール実施要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業研究研修センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 出品者、入賞者

個人情報の対象者 出品者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 ■ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 林業経営コンクール参加申込書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 森林整備課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （林業研究研修センターへ移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林業経営コンクール事業 （ ２枚中 ２枚）

林業経営及び育林部門のコンクールの実施による優れた事例の発掘や

個人情報取扱事務の目的 優良経営者の全国コンクールの推薦などにより山林経営の技術向上を図

（根拠法令等） る。

（林業経営コンクール実施要綱）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業研究研修センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 出品者、入賞者

個人情報の対象者 入賞者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

■ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 林業経営コンクール現地審査表

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 森林整備課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （林業研究研修センターへ移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林業団体育成指導（林業改良普及協会、林業後継者会議）（２枚中１枚）

本県林業振興の一翼を担う林業団体が実施する活動・事業に対し、技

個人情報取扱事務の目的 術的支援を行い、林業の維持・発展を図る。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業研究研修センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 会員、講師

個人情報の対象者 会員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 林業後継者会議会員名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 森林整備課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （林業研究研修センターへ移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林業団体育成指導（林業改良普及協会、林業後継者会議）（２枚中２枚）

本県林業振興の一翼を担う林業団体が実施する活動・事業に対し、技

個人情報取扱事務の目的 術的支援を行い、林業の維持・発展を図る。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 林業研究研修センター

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 会員、講師

個人情報の対象者 講師

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第８号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 東北・北海道地区林業改良普及協会協議会開催要領

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森林学習交流館運営事務 （２枚中１枚）

森林学習交流館の円滑な運営を進めるため、定期的に開催される運営

個人情報取扱事務の目的 協議会へ委員として出席する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 運営協議会委員、施設従業員

個人情報の対象者 運営協議会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 森林学習交流館運営協議会委員名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森林学習交流館運営事務 （２枚中２枚）

森林学習交流館の円滑な運営を進めるため、定期的に開催される運営

個人情報取扱事務の目的 協議会へ委員として出席する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 運営協議会委員、施設従業員

個人情報の対象者 施設従業員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 森林学習交流館従業員名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森林病害虫等防除連絡協議会 （２枚中１枚）

松くい虫などの森林病害虫等被害対策を適正かつ円滑に実施し、森林

個人情報取扱事務の目的 の保全を図る。

（根拠法令等） （森林病害虫等防除法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 県協議会委員、各地域協議会委員

個人情報の対象者 県協議会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 森林病害虫等防除連絡協議会

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１９年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森林病害虫等防除連絡協議会 （２枚中２枚）

松くい虫などの森林病害虫等被害対策を適正かつ円滑に実施し、森林

個人情報取扱事務の目的 の保全を図る。

（根拠法令等） （森林病害虫等防除法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 県協議会委員、各地域協議会委員

個人情報の対象者 各地域協議会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 森林病害虫等防除連絡協議会

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 森林整備課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 組織の名称 （林業木材産業課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森林簿整理事務 （１枚中１枚）

森林簿（森林資源に関する情報）の収集と整理

個人情報取扱事務の目的 （森林法第１９１条の２）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 森林所有者

個人情報の対象者 森林所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第６号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

■ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第７号該当） □ 無

個人情報の利用 ■ 同一実施機関内 ■ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 ■ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真

処 理 形 態 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：ｻｰﾊﾞｰﾏｼﾝ・森林情報システム）

オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 森林簿、森林計画マスター

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 森林整備課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （林業木材産業課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森林経営計画認定事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 森林経営計画の申請を審査し、認定を行う。

（根拠法令等） （森林法）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 森林所有者

個人情報の対象者 森林所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 森林施業計画書及び森林経営計画（H24年度の森林法の改正により制度改正）
行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 森林整備課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （林業木材産業課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森林審議会 （ ２枚中 １枚）

森林審議会の開催と審議会委員の任免

個人情報取扱事務の目的 （森林法）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 審議会委員、保安林指定解除申請者

個人情報の対象者 審議会委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 秋田県森林審議会委員名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 森林整備課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （林業木材産業課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森林審議会 （ ２枚中 ２枚）

森林審議会の開催と審議会委員の任免

個人情報取扱事務の目的 （森林法）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 審議会委員、保安林指定解除申請者

個人情報の対象者 保安林指定解除申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 森林審議会復命書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 森林整備課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （林業木材産業課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森林資源モニタリング調査同意書 （ １枚中 １枚）

森林資源モニタリング調査の実施にあたっての、森林所有者からの同

個人情報取扱事務の目的 意書の取得（森林資源モニタリング調査実施要領）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 森林所有者

個人情報の対象者 森林所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 森林資源モニタリング調査実施同意書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 森林整備課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （林業木材産業課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 測量成果閲覧交付事務 （ １枚中 １枚）

森林に関する図面の閲覧及び交付を行う事務

個人情報取扱事務の目的 （秋田県森林計画関係業務要領）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 測量成果閲覧交付申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 森林整備課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （林業木材産業課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森林簿閲覧交付事務 （ １枚中 １枚）

森林簿の閲覧及び交付を行う事務

個人情報取扱事務の目的 （秋田県森林計画関係業務要領）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 森林簿閲覧交付申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 森林整備課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （林業木材産業課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森林吸収データ蓄積精度調査同意書 （ １枚中 １枚）

森林吸収源データ蓄積精度調査の実施にあたっての、森林所有者から

個人情報取扱事務の目的 の同意書の取得

（根拠法令等） （秋田県森林吸収源データ緊急整備事業蓄積精度調査実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 森林所有者

個人情報の対象者 森林所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 森林吸収源データ緊急整備事業蓄積精度調査実施同意書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 森林整備課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （林業木材産業課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 入会林野等整備コンサルタント委嘱 （ １枚中 １枚）

入会林野の整備に関する指導、助言を行うコンサルタントの委嘱

個人情報取扱事務の目的 （秋田県入会林野等整備促進事業実施要領）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 コンサルタント

個人情報の対象者 コンサルタント

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 入会林野等整備コンサルタント名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 森林整備課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （林業木材産業課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 入会林野等整備計画認可 （ １枚中 １枚）

入会林野等整備計画書の審査と認可

個人情報取扱事務の目的 （入会林野等に係る利権関係の近代化の助長に関する法律）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課、各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 入会権者、関係権利者

個人情報の対象者 入会権者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 ■ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 入会林野等整備計画書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 森林整備課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （林業木材産業課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林業労働環境及び雇用管理等改善計画認定事務（ １枚中 １枚）

林業労働環境及び雇用管理等改善計画の認定・指導をし雇用労働者の

個人情報取扱事務の目的 就労条件の改善等の推進を図る。

（根拠法令等） （ 林業労働力の確保の促進に関する法律第５条 ）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 林業労働環境及び雇用管理等改善計画認定申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 森林整備課事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 組織の名称 （林業木材産業課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林業労働環境及び雇用管理等改善計画認定事務（ １枚中 １枚）

林業労働環境及び雇用管理等改善計画の認定・指導をし雇用労働者の

個人情報取扱事務の目的 就労条件の改善等の推進を図る。

（根拠法令等） （ 林業労働力の確保の促進に関する法律第５条 ）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 林業労働環境及び雇用管理等改善計画認定申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 森林整備課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （林業木材産業課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 支援センター事業補助金交付事務 （ ２枚中 １枚）

林業への新規参入の促進、基幹的な林業技能者の養成と林業労働環境

個人情報取扱事務の目的 の改善を図るため林業労働力確保支援センターを中核として、林業労働

（根拠法令等） 力の育成確保に関する総合的な対策を推進する。

森林・林業雇用総合対策事業実施要領

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受講者、講師

個人情報の対象者 受講者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 ニューグリーンマイスター認定証書

されている主な ニューグリーンマイスター育成学校開講通知

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 森林整備課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （林業木材産業課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 支援センター事業補助金交付事務 （ ２枚中 ２枚）

林業への新規参入の促進、基幹的な林業技能者の養成と林業労働環境

個人情報取扱事務の目的 の改善を図るため林業労働力確保支援センターを中核として、林業労働

（根拠法令等） 力の育成確保に関する総合的な対策を推進する。

森林・林業雇用総合対策事業実施要領

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 受講者、講師

個人情報の対象者 講師

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な ニューグリーンマイスター育成学校開講通知

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 森林整備課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （林業木材産業課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林業労働安全衛生対策事業事務 （ １枚中 １枚）

林業労働安全衛生の強化を図るため、現場作業における安全衛生定着

個人情報取扱事務の目的 のための指導活動を推進すると共に、労働災害防止訓練等の指導教育を

（根拠法令等） 実施する。

森林・林業雇用総合対策事業実施要領

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 委員

個人情報の対象者 委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 林業労働安全衛生推進協議会開催通知

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 森林整備課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （林業木材産業課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 （公財）秋田県林業労働対策基金事務 （ ２枚中 １枚）

林業労働に従事する者の就労条件を改善し、林業従事者の安定的確保

個人情報取扱事務の目的 を図ると共に、若年林業従事者の育成・確保を促進し林業の安定的発展

（根拠法令等） に資する。

（（公財）秋田県林業労働対策基金業務方法書）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 出捐者、職員

個人情報の対象者 出捐者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な （公財）秋田県林業労働対策基金助成状況

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した 森林整備課事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 組織の名称 （林業木材産業課から移管）

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成２０年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 （公財）秋田県林業労働対策基金事務 （ ２枚中 ２枚）

林業労働に従事する者の就労条件を改善し、林業従事者の安定的確保

個人情報取扱事務の目的 を図ると共に、若年林業従事者の育成・確保を促進し林業の安定的発展

（根拠法令等） に資する。

（（公財）秋田県林業労働対策基金業務方法書）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 出捐者、職員

個人情報の対象者 職員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な （公財）秋田県林業労働対策基金組織図

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 労働災害の事務 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 労働災害防止の徹底を図る。

（根拠法令等） （労働安全衛生規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被災者

個人情報の対象者 被災者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第３号、７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 事故報告書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 下請負届に基づく実地調査 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 県工事の適正な施工を確保するために、その提出を義務づけている。

（根拠法令等） （建設業法、秋田県財務規則）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 現場代理人

個人情報の対象者 被災者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 ■ 識別番号（■個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 現場代理人主任（監理）技術者選任届

行政文書の名称



- 55 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 希少な鳥類への対応 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 林道開設工事における、希少な鳥類についての情報収集

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 意見書提出者

個人情報の対象者 意見書提出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 ■ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な クマタカ保護と国見岳林道に関する意見書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 水源林造成地改良指針策定事業 （ ２枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 ニセアカシア水源林を機能が高度に発揮できる被層林への誘導や林木

（根拠法令等） を含めた林地の活用を図る方針を策定する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 検討委員、土地所有者

個人情報の対象者 検討委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 検討委員名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 水源林造成地改良指針策定事業 （ ２枚中 ２枚）

個人情報取扱事務の目的 ニセアカシア水源林を機能が高度に発揮できる被層林への誘導や林木

（根拠法令等） を含めた林地の活用を図る方針を策定する。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 検討委員、土地所有者

個人情報の対象者 土地所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 ■ 抵当権

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第４号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 ■ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：土地登記簿等調査 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録

されている主な 登記簿謄本

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 地すべり対策調査 （ １枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 地すべり防止工事の確実な概成を期するための工事手順及び概成判定

（根拠法令等） のための調査手法の確立を図る。

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 監理技術者・照査技術者

個人情報の対象者 監理技術者・照査技術者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 監理技術者・照査技術者選任届

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林地開発許可事務 （ ２枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 林地開発許可申請書があった場合、申請内容を審査し、許可する。

（根拠法令等） （森林法１０条の２）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 申請者・同意者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 林地開発許可申請書

行政文書の名称



- 60 -

個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林地開発許可事務 （ ２枚中 ２枚）

個人情報取扱事務の目的 林地開発許可申請書があった場合、申請内容を審査し、許可する。

（根拠法令等） （森林法１０条の２）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 申請者・同意者

個人情報の対象者 同意者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■ 印鑑証明

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 林地開発許可申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林地開発変更許可事務 （ ２枚中 １枚）

個人情報取扱事務の目的 林地開発変更許可申請書があった場合、変更許可申請内容を審査し、

（根拠法令等） 許可する。（森林法１０条の２）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 申請者・同意者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 林地開発変更許可申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林地開発変更許可事務 （ ２枚中 ２枚）

個人情報取扱事務の目的 林地開発変更許可申請書があった場合、変更許可申請内容を審査し、

（根拠法令等） 許可する。

（森林法１０条の２）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 申請者・同意者

個人情報の対象者 同意者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 ■ 印鑑証明

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 林地開発変更許可申請書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 県有財産（保安林）の貸付 （ １枚中 １枚）

地域関係者から普通財産の貸付申請のあったものに対して、適正な運

個人情報取扱事務の目的 用と良好な管理を行う。

（根拠法令等） （財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 貸付申請者

個人情報の対象者 貸付申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 県有土地貸付契約書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 県有財産（保安林）の譲渡 （ １枚中 １枚）

県有財産（保安林）の譲渡及び処分に関する適正管理。

個人情報取扱事務の目的 （財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 譲渡申請者

個人情報の対象者 譲渡申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 県営保安林収穫事業

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 分収契約地（保安林）の管理 （ １枚中 １枚）

水源かん養林及び海岸防災林等の造成を目的として分収契約を締結

個人情報取扱事務の目的 し、地上権を有する県営林の管理業務。

（根拠法令等） （県営林に関する条例）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 契約者（土地所有者）

個人情報の対象者 契約者（土地所有者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 水源かん養林造成契約書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森林保全管理推進対策 （ ３枚中 １枚）

保安林の外に特に森林災害の多く発生する恐れのある地域を対象とし

個人情報取扱事務の目的 て、県は森林保全巡視指導員を配置する。

（根拠法令等） （秋田県森林保全管理事業実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 森林保全巡視指導員、森づくり運動推進員、山地防災情報協力員

個人情報の対象者 森林保全巡視指導員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 ■ 健康状態
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 森林保全巡視関係

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森林保全管理推進対策 （ ３枚中 ２枚）

市町村長が地域における森林パトロールのため配置した森林保全推進

個人情報取扱事務の目的 員の研修及び認定を行う。

（根拠法令等） （秋田県森林保全管理事業実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 森林保全巡視指導員、森づくり運動推進員、山地防災情報協力員

個人情報の対象者 森づくり運動推進員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ ( )
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 森林保全巡視関係

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 森林保全管理推進対策 （ ３枚中 ３枚）

民有林の広域的な山地災害に対する早急な対応を推進するため、地域

個人情報取扱事務の目的 に密着したボランティアによる協力体制を整備する。

（根拠法令等） （山地防災体制強化促進事業実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 森林保全巡視指導員、森づくり運動推進員、山地防災情報協力員

個人情報の対象者 山地防災情報協力員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 山地防災体制強化促進事業

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 保安林の指定 （ １枚中 １枚）

森林の有する水源かん養、災害の防備、生活環境の保全・形成等、特

個人情報取扱事務の目的 定の公共目的を達成させるため指定する。

（根拠法令等） （森林法第２５条、第２５条の２、第２７条～第３３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 指定申請者（森林所有者）

個人情報の対象者 指定申請者（森林所有者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 保安林指定調書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 保安林における制限 （ １枚中 １枚）

保安林内における立木伐採、立木損傷、落葉落枝の採取、その他土地

個人情報取扱事務の目的 の形質変更等に関する許可。

（根拠法令等） （森林法第３４条第１項、第３４条第２項）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 各地域振興局農林部

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 森林所有者、利害関係者

個人情報の対象者 森林所有者、利害関係者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 保安林の伐採許可関係

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 保安林の解除 （ １枚中 １枚）

保安林が「指定理由の消滅」又は「公益上の理由」等により保安林解

個人情報取扱事務の目的 除を申請することができる。

（根拠法令等） （森林法第２６条～第３０条、第３２条、第３３条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 保安林解除調書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 保安林の立木損失補償 （ １枚中 １枚）

保安林の指定によって、森林経営が制限され、通常の収益に損失を受

個人情報取扱事務の目的 ける場合、それに対して補償する。

（根拠法令等） （森林法第３５条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 損失補償請求者

個人情報の対象者 損失補償請求者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 損失補償

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林地開発行為各種届出等関係 （ ２枚中 １枚）

林地開発許可に係る各種届出等の報告を受け、確認する。

個人情報取扱事務の目的 （林地開発許可制度実施要綱）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 申請者、届出者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 林地開発行為着手届

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林地開発行為各種届出等関係 （ ２枚中 ２枚）

林地開発許可に係る各種届出等の報告を受け、確認する。

個人情報取扱事務の目的 （林地開発許可制度実施要綱）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 申請者、届出者

個人情報の対象者 届出者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 林地開発行為地位継承届

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林地開発許可申請処理経過台帳 （ １枚中 １枚）

林地開発許可申請者及び変更許可申請者一覧表

個人情報取扱事務の目的 （林地開発許可制度実施要綱・林地開発許可制度事務取扱要領）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 林地開発許可申請処理経過台帳

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林地開発行為各種届出等受理簿 （ １枚中 １枚）

林地開発行為各種届出受理簿に関する整理等。

個人情報取扱事務の目的 （林地開発許可制度実施要綱、林地開発許可制度事務実施要領）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 申請者

個人情報の対象者 申請者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 林地開発行為各種届出等受理簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 林地開発違反行為 （ １枚中 １枚）

違反行為があった場合、行為者に対し、速やかに必要な措置を講じさ

個人情報取扱事務の目的 せ、復旧させることができる。（森林法第１０条の３）

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 違反者

個人情報の対象者 違反者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 ■（違反 ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 林地開発行為中止指示書

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 高能率生産団地路網整備事業 （ １枚中 １枚）

スギ人工林の成熟した地域を団地化し、高密度な路網を設置しながら、

個人情報取扱事務の目的 共同化、機械化により低コスト施業が可能となるようにするものである。

（根拠法令等） 団地設定の要件の確認のために森林所有者の個人情報が必要となる。

（秋田県高能率生産団地路網整備事業実施要領）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 団地内森林所有者

個人情報の対象者 団地内森林所有者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 ■ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第５号該当）

■ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 高能率生産団地路網整備事業採択関係

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 「誇りたい！この海岸林を」リフレッシュ事業 （ ２枚中 １枚）

県民共有の財産である海岸林を将来の世代に引き継ぐため、２０５０

個人情報取扱事務の目的 年の海岸林を目標とした基本構想や基本計画を策定する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 検討委員、アンケート対象者

個人情報の対象者 検討委員

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 検討委員会名簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 「誇りたい！この海岸林を」リフレッシュ事業 （ ２枚中 ２枚）

県民共有の財産である海岸林を将来の世代に引き継ぐため、２０５０

個人情報取扱事務の目的 年の海岸林を目標とした基本構想や基本計画を策定する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 検討委員、アンケート対象者

個人情報の対象者 アンケート対象者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 □ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 ■ 有 （委託の内容：アンケート調査結果の収集、分析 ）

の 委 託 □ 無

個人情報が記録

されている主な 「誇りたい！この海岸林を」リフレッシュ事業

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１３年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 「海岸クロマツ林 A0層利用方法確立事業 （ １枚中 １枚）

海岸クロマツ林の生育を阻害している土壌 A0層を除去し、その有効
個人情報取扱事務の目的 利用を図る手法を確立する。

（根拠法令等）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 監理技術者・照査技術者

個人情報の対象者 監理技術者・照査時技術者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））■ 本籍・国籍

■ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 ■ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 監理技術者・照査技術者選任届

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成１３年 ４月 １日 開始(変更)年月日 平成１７年 ４月 １日

個人情報取扱事務の名称 労務費調査に関する事務 （ １枚中 １枚）

工事費の積算に用いる設計労務単価を決定するため、所管する公共工

個人情報取扱事務の目的 事に従事した建設労働者に対する賃金の支払いの実態を調査する。

（根拠法令等） （公共工事の予算決算及び会計令）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 従事者

個人情報の対象者 従事者

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 ■ 年齢・生年月日 □ 電話番号 ■ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 ■ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

□ 本人 ■ 本人以外（条例第７条第３項第７号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

■ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 ■ 電磁的記録（媒体･システム名：公共事業労務費集計

処 理 形 態 システム）

オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 公共事業労務費調査票

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 ■地方機関共通 □固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成２６年１０月 １日 開始(変更)年月日 平成２６年１０月 １日

個人情報取扱事務の名称 水源森林地域の土地売買等の事前届出事務 （ １枚中 １枚）

水源森林地域の森林の土地売買等の事前届出があった場合、必要な助

個人情報取扱事務の目的 言を行う。

（根拠法令等） （秋田県水源森林地域の保全に関する条例１０条）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称 各地域振興局農林部

個人情報の対象者の区分 届出者（土地譲渡人及び譲受人）

個人情報の対象者 届出者（土地譲渡人及び譲受人）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

■ 住所 □ 年齢・生年月日 ■ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 □ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 □ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 □ 有（条例第９条第１項第 号該当） ■ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 □ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録

されている主な 土地の所有権等の移転等の事前届出書、土地売買等届出整理簿

行政文書の名称
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個人情報取扱事務登録簿

登録簿を作成した事務区分 □全庁共通 □地方機関共通 ■固 有 森林整備課組織の名称

登録年月日 平成２９年 ９月 １日 開始(変更)年月日 平成２９年 ９月 １日

個人情報取扱事務の名称 地域林政アドバイザー候補者推薦事務 （ １枚中 １枚）

地域林政アドバイザー候補となる林業技術者の情報を収集し、市町村

個人情報取扱事務の目的 に提供する。

（根拠法令等） 「地域林政アドバイザー活用推進要綱」（H29.7.31 29付け、林整計第
141号林野庁計画課長、研究指導課長連名通知）

個 人 情 報 取 扱 事 務 を 森林整備課

所 管 す る 組 織 の 名 称

個人情報の対象者の区分 被推薦者（地域林政アドバイザー候補者）

個人情報の対象者 被推薦者（地域林政アドバイザー候補者）

1基 本 的 事 項 ■ 氏名 □ 識別番号（□個人識別符号（□マイナンバー））□ 本籍・国籍

□ 住所 □ 年齢・生年月日 □ 電話番号 □ 性別 □（ ）

2思想・信条等 □ 思想・信条 □ 信教 □（ ） 左の個人情報収集の根拠

個 3社 会的差別の □ 法令等（ ）

人 原因となるおそ □人種・民族 □ 犯罪歴 □ 社会的身分 □ 審査会意見（条例第７条第

情 れのある個人情報 ２項該当）

報 4要配慮個人情報 □ 病歴 □ 犯罪により害を被った事実 □ 障害の程度 □ 健康診断等の

の 結果 □ 保健指導・診療・調剤が行われたこと。 □ 刑事事件の手続が行

記 われたこと(犯罪歴を除く。)。 □ 少年保護事件の手続が行われたこと。

録 5心 身 の 状 況 □ （ ）
項 (2 又は 3 に該
目 当するものを除

く。)

6家 庭 状 況 等 □ 家族状況 □ 親族関係 □ 婚姻歴 □（ ）

7社 会 生 活 ■ 職業・職歴 □ 学歴・学業 ■ 資格 □ 賞罰

□ 成績・評価 ■ 所属団体 □ 趣味 □（ ）

8財 産 の 状 況 □ 資産 □ 収入 □ 納税状況 □ 公的扶助 □（ ）

9そ の 他 □ 意見・要望 □ 相談内容 □（ ）

■ 本人 □ 本人以外（条例第７条第３項第 号該当）

□ 他の実施機関

個人情報の収集先 本人以外 □ 国・他の地方公共団体

の 区 分 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

□ 同一実施機関内の利用

目的外利用・提供 ■ 有（条例第９条第１項第５号該当） □ 無

個人情報の利用 □ 同一実施機関内 □ 他の実施機関

又は提供の状況 目 的 外 の 利 用 ■ 国・他の地方公共団体

又 は 提 供 先 □ 独立行政法人等・地方独立行政法人

□ 法人その他の団体 □ 個人 □（ ）

個 人 情 報 の ■ 文書･図画･写真 □ 電磁的記録（媒体･システム名： ）

処 理 形 態 オンライン結合の有無 □ 有（システム名称： ）

■ 無

指定管理者が扱う □ 有 （事務の内容： ）

個人情報取扱事務 ■ 無

個人情報取扱事務 □ 有 （委託の内容： ）

の 委 託 ■ 無

個人情報が記録 地域林政アドバイザー候補者名簿

されている主な

行政文書の名称


